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調査の目的と方法（企業） 

 

１ 調査の目的 

  企業における通信ネットワークの利用実態及び利用意向等を把握し、情報通信発展のため 

 の施策立案の基礎資料とする。 

 

２ 調査の方法 

  企業を対象とするアンケート調査を、統計報告調整法に基づく承認統計調査として実施し 

 た。 

 

３ アンケート調査の概要 

 (1) 調査地域 

   全国 

 (2) 産業 

   日本標準産業分類（大分類）に基づく「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水 

  道業」、「運輸・通信業」、「卸売・小売業、飲食店」、「金融・保険業」、「不動産業」及び「サ 

  ービス業、その他」の８産業。 

   表章は下図のとおりこれを７産業に統合して行っている。 

   なお、分析については、「不動産業」を「サービス業、その他」に含めて分析している。 

  （「５(2) 計数等について」参照）。 

 

日本標準産業分類（大分類） 本調査の業種区分 

Ｅ 建設業  

Ｆ 製造業  

Ｇ 電気・ガス・熱供給・水道業  

Ｈ 運輸・通信業  

Ｉ 卸売・小売業、飲食店  

Ｊ 金融・保険業  

Ｋ 不動産業  

Ｌ サービス業  

  １ 建設業 

  ２ 製造業 

 

  ３ 運輸・通信業 

  ４ 卸売・小売業、飲食店 

  ５ 金融・保険業 

  ６ 不動産業 

  ７ サービス業、その他 

 

 (3) 対象企業 

   (2) に掲げる産業に属する常用雇用者数 100 人以上の企業（事業所本所又は単独事業所） 

 (4) 標本抽出方法 

   無作為抽出 

 (5) 標本数 

   ３，０００企業 

 



 

 (6) 使用名簿 

   「平成８年事業所・企業統計調査（総務庁）」事業所の名簿による、基本調査区別民営 

  事業所漢字リストテープ 

 (7) 抽出方法 

   従業者規模を層化基準とした業種別の系統抽出法 

 (8) 調査方法 

   アンケート（調査票郵送、報告者自記入）による。 

 (9) 調査時期 

   平成 12 年 11 月１日現在 

４ 有効回答数（率） 

   １，８３８（ 61.3％ ）  ［ 前回：２，０２３（ 67.4％ ） ］ 

 

 100～ 

299 人 

300～ 

999 人 

1,000～

1,999 人 

2,000 人 

以上 
計 

建設業 158 78 26 28 290

製造業 119 195 96 127 537

運輸・通信業 117 76 32 15 240

卸売・小売業、飲食店 50 135 67 79 331

金融・保険業 73 50 40 52 215

不動産業 3 6 4 1 14

サービス業、その他 38 97 37 39 211

合 計 558 637 302 341 1,838

 

５ 集計結果の留意事項 

 (1) 比重調整について 

   抽出には、各業種ごとの特性を十分に分析できる回収数を得るために、従業者数規模を 

  層化基準とした業種別の系統抽出法で行っている。しかし、この回収結果をそのまま分析 

  すると、本来母集団構成比の小さい業種（規模）の傾向が実際以上に強く反映することに 

  なる。 

   したがって、本報告書では、全体に対する比重が母集団と一致するように業種と規模を 

  基準としたウェイト値を算出し、規正回収結果を得た上で分析を行っている。 

   なお、ウェイト値は以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 100～ 

299 人 

300～ 

999 人 

1,000～

1,999 人 

2,000 人 

以上 

 
規正回収数

建設業 0.63633 0.27803 0.18623 0.11625  130

製造業 3.66876 0.62639 0.23947 0.14417  600

運輸・通信業 1.16813 0.45560 0.15131 0.28210  180

卸売・小売業、飲食店 7.43045 0.86620 0.28421 0.18232  522

金融・保険業 0.17446 0.13508 0.08443 0.12598  29

不動産業 5.23519 0.77985 0.19327 0.36619  22

サービス業、その他 6.87092 0.77014 0.32001 0.17423  354

   （注）規正回収数は、小数点第 1位を四捨五入し、整数値で表示している。そのため、個々 

     の規正回収数の合計が全体の数値と一致しない場合がある。 

 

 (2) 計数等について 

  ア 集計結果については、表示単位に満たない部分を四捨五入しているため、個々の比率 

   の合計が全体を示す数値と一致しない場合がある。 

  イ 不動産業については、構成比が小さいため独立した分析が困難である。したがって、 

   本文中では、「サービス業、その他」に含めて分析している。 

    ウ 図表中の「ｎ」は、その質問に対する回収総数である。なお、この値は比重調整前の

集計企業数であるため、項目によっては全企業(1,838)に占める割合と一致しない場合

がある。 
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第１章  企業内通信網 
 
１ 企業内通信網の構築状況 

  
企業内情報網にはＬＡＮやイントラネット、エクストラネット、インターネット・パソ

コン通信などがある。これらの企業内情報網の利用状況からわが国の企業を次の図のよう

に 5つのタイプに分類してみた（図表 1- 1参照）。 

図表図表図表図表 1111----    1111    企企企企業内通信網による企業の分類業内通信網による企業の分類業内通信網による企業の分類業内通信網による企業の分類    

 

①「エクストラネットを構築している企業」 

②「イントラネットを構築している企業（エクストラネットなし）」 

③「ＬＡＮを構築している企業（イントラネットなし）」 

④「インターネットを利用する企業（ＬＡＮなし）」 

⑤「インターネットを利用しない企業（ＬＡＮなし）」 

 
それぞれの企業内通信網の利用状況については、後ほど詳述するが、はじめにわが国企

業がどのようなタイプの企業内情報通信網によって構成されているか、俯瞰してみること

にする。 
本調査が対象としている従業員規模 100人以上の企業では、①「エクストラネットを構

築している企業」が 9.4％をしめる。ついで②「イントラネットを構築している企業（エク
ストラネットなし）」が 34.8％、③「ＬＡＮを構築している企業（イントラネットなし）」
が 42.3％、④「インターネットを利用する企業（ＬＡＮなし）」が 6.4％、⑤「インターネ
ットを利用しない企業（LANなし）」が 6.9％となっている（図表 1- 2参照）。 
従業員 100人以上の企業のおよそ 5社に 4社（86.5％）がＬＡＮを構築しており、その

LAN構築

ｲﾝﾄﾗﾈｯﾄ構築

あり なし

あり なし

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ利用

あり なし

ｴｸｽﾄﾗﾈｯﾄ構築

なしあり

1111 2222 3333 4444 5555



2 

LAN構築
（ｲﾝﾄﾗﾈｯﾄなし）

42.3%

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄあり
(LANなし）

6.4%

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄなし
（LANなし）

6.9%

不明
0.2%

イントラネット構築
(ｴｸｽﾄﾗﾈｯﾄなし)

34.8%

ｴｸｽﾄﾗﾈｯﾄ構築
9.4%

　　　　　ＬＡＮ構築企業：86.5%　　　　　ＬＡＮ構築企業：86.5%　　　　　ＬＡＮ構築企業：86.5%　　　　　ＬＡＮ構築企業：86.5%
イントラネット構築企業：44.2%イントラネット構築企業：44.2%イントラネット構築企業：44.2%イントラネット構築企業：44.2%

(n=1838）

9.4

7.5

13.3

8.8

8.4

6.3

5.8

34.8

36.0

33.1

16.3

39.4

49.7

38.2

48.4

44.0

39.4

41.5

35.3

40.4

6.4

7.2

5.9

13.1

2.7

5.3

8.9

22.4

7.9

6.6

42.3

3.0

3.2

0.9

6.9

0.0

0.5

0.0

0.0

0.6

0.0

0.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全　体

建設業

製造業

運輸・通信業

卸売・小売業、飲食店

金融･保険業

サービス業、その他

エクストラネットあり

イントラネットあり
エクストラネットなし

ＬＡＮあり
イントラネットなし

ＬＡＮなし
インターネットあり

不明

（ｎ＝290）

（ｎ＝1,838）

（ｎ＝537）

（ｎ＝240）

（ｎ＝331）

（ｎ＝215）

（ｎ＝225）

インターネットなし

約 2分の 1がイントラネットを、また、その約 10社に 1社がエクストラネットを構築して
いる。その結果、イントラネットを構築する企業は全体の 4割（44.2％）、同じくエクスト
ラネットを構築する企業は 1割弱（9.4％）に達している。 
一方、全体の 15社に 1社程度（6.9％）はＬＡＮもインターネットも全く利用しない企

業となっている。 

図表図表図表図表 1111----    2222    企業内情報通信網のタイプ構成企業内情報通信網のタイプ構成企業内情報通信網のタイプ構成企業内情報通信網のタイプ構成    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
産業別にみると、建設業、製造業、卸売・小売・飲食店、サービス・その他でＬＡＮの

利用率は 80％を超える（図表 1-3参照）。また、イントラネットの構築では、金融・保険が
50％を超えている。同様にエクストラネット構築では、製造業、運輸・通信業、卸売・小
売業・飲食店の利用率が高い。 

図表図表図表図表 1111----    3333    産業別企業内通信網構築状況産業別企業内通信網構築状況産業別企業内通信網構築状況産業別企業内通信網構築状況    
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（％）

不明

ｴｸｽﾄﾗﾈｯﾄ
あり

ｴｸｽﾄﾗﾈｯﾄ
なし

1,838 9.4 34.8 42.3 6.4 6.9 0.2 86.5 44.2

建設業 290 7.5 36.0 48.4 7.2 0.9 0.0 91.9 43.5

製造業 537 13.3 33.1 44.0 5.9 3.2 0.6 90.4 46.4

運輸・通信業 240 8.8 16.3 39.4 13.1 22.4 0.0 64.5 25.1

卸売・小売業、飲食店 331 8.4 39.4 41.5 2.7 7.9 0.0 89.3 47.8

金融･保険業 215 6.3 49.7 35.3 5.3 3.0 0.5 91.3 56.0

サービス業、その他（計） 225 5.8 38.2 40.4 8.9 6.6 0.0 84.4 44.0

100～299人 558 7.4 31.7 44.5 7.4 8.7 0.3 83.6 39.1

300人以上（計） 1,280 14.8 42.9 36.4 3.6 2.3 0.0 94.1 57.7

300～499人 306 11.0 40.1 40.3 5.7 2.9 0.1 91.4 51.1

500～999人 331 12.2 43.3 38.8 2.8 2.9 0.0 94.3 55.5

1,000～1,999人 302 18.5 47.2 31.6 2.2 0.5 0.0 97.3 65.7

2,000人以上（計） 341 32.3 45.6 20.5 1.6 0.0 0.0 98.4 77.9

2,000～2,999人 114 18.9 51.6 27.7 1.8 0.0 0.0 98.2 70.5

3,000～4,999人 111 29.7 45.0 24.3 1.0 0.0 0.0 99.0 74.7

5,000人以上 116 47.9 40.3 9.9 1.9 0.0 0.0 98.1 88.2

産
業
別

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ
なし

全　　　　　　　　体

ｎ

ＬＡＮあり
ｲﾝﾄﾗﾈｯﾄあり

規
模
別

ｲﾝﾄﾗﾈｯﾄ
なし

ｲﾝﾄﾗﾈｯﾄ計ＬＡＮ計

ＬＡＮなし

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ
あり

9.4

7.4

14.8

11.0

12.2

18.5

32.3

34.8

31.7

42.9

40.1

43.3

47.2

45.6

44.5

36.4

40.3

38.8

31.6

20.5

6.4

7.4

3.6

5.7

2.8 2.9

42.3

1.6

2.2 0.5

2.9

2.3

8.7

6.9

0.0

0.0

0.0

0.1

0.0

0.3

0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全　体

100～299人

300人以上（計）

300～499人

500～999人

1,000～1,999人

2,000人以上（計）

エクストラネットあり

イントラネットあり
エクストラネットなし

ＬＡＮあり
イントラネットなし

ＬＡＮなし
インターネットあり

不明

（ｎ＝558）

（ｎ＝1,838）

（ｎ＝1,280）

（ｎ＝306）

（ｎ＝331）

（ｎ＝302）

（ｎ＝341）

インターネットなし

また、従業員規模別にみると、エクストラネットやイントラネットの普及率は大企業で

高くなる。ＬＡＮでは「100～299人」の企業で 83.6％であるのに対して、「2000人以上」
の企業では 98.4％に達し、およそ 15ポイントの差となっている。イントラネット、さらに
エクストラネットの普及率においてはそれ以上の大きな違いが見られ、エクストラネット

では 4倍程度の開きとなっている（図表 1- 4、図表 1- 5参照）。 

図表図表図表図表 1111----    4444    従業員規模からみた企業内通信網の構築状況従業員規模からみた企業内通信網の構築状況従業員規模からみた企業内通信網の構築状況従業員規模からみた企業内通信網の構築状況    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

図表図表図表図表 1111----    5555    企業内通信網の構成（産業、従業員規模）企業内通信網の構成（産業、従業員規模）企業内通信網の構成（産業、従業員規模）企業内通信網の構成（産業、従業員規模）    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



4 

38.2

32.2

43.5

57.0

37.0

30.7

34.4

16.6

10.629.4

2.7

6.2

7.5

8.1

14.6

28.0

0.2

0.2

1.4

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成9年

平成10年

平成11年

平成12年

全社的に構築している 一部の事業所又は部門で構築

構築していないが具体的に
構築する予定がある

無回答

（1,989）

（1,838）

（2,023）

（2,108）

（ｎ）

構築していないし
具体的な予定もない

２ ＬＡＮやイントラネットの構築状況 

 
(１) ＬＡＮの構築状況 

平成 12年 10月の時点でＬＡＮを構築している企業は、約 9割（86.4％）に達している。
その内訳は「全社的に構築している」企業が 57.0％、「一部の事業所又は部門で構築してい
る」が 29.4％となっている（図表 1- 6参照）。 
これを過去の調査結果と比較すると、ＬＡＮを構築する企業は、平成 11年の 77.9％か

ら 1 年間で 8.6 ポイントも上昇し、またその内訳も「全社的に構築している」が 43.5％か
ら一気に 13.5ポイントも上昇した。 
また、ＬＡＮを構築していない企業の今後の構築予定では、「構築していないし、具体

的予定もない」という企業は前々年、前年と減少し、平成 12年は約 1割（10.6％）程度に
なっている。 

図表図表図表図表 1111----    6666    ＬＡＮ構築状況ＬＡＮ構築状況ＬＡＮ構築状況ＬＡＮ構築状況    
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57.0
53.8

67.3

32.5

56.9

76.9

52.3

29.4 38.0

23.1

32.0

32.5

14.4

32.2

3.4
3.3

5.5

10.6
4.7 5.8

30.0

8.3 6.5

14.7
2.3

1.8

0.9
2.7

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

全体 建設業 製造業 運輸・
通信業

卸売・
小売業、
飲食店

金融･
保険業

サービス業、
その他（計）

構築していないし、具体的な
予定もない

全社的に構築している

一部の事業所又は部門で
構築している

構築していないが、具体的に
構築する予定がある

(ｎ) (1,838) (290) (537) (240) (331) (215) (225)

57.0
51.2

72.6
66.8

71.4

79.8

87.9 86.1 86.7
90.7

29.4

32.4

21.4

24.5

22.9

17.6

10.6 12.1 12.3
7.410.6

13.1
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2.0

2.7

0.0
1.80.6

0.9
1.2

0.0
1.7 1.0 1.00.0 1.9

0
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300人
以上（計）

300～
499人

500～
999人

1,000～
1,999人

2,000人
以上（計）

2,000～
2,999人

3,000～
4,999人

5,000人
以上

構築していないし、具体的な
予定もない

全社的に構築している

一部の事業所又は部門で
構築している

構築していないが、具体的に
構築する予定がある

(ｎ) (1,838) (558) (1,280) (306) (331) (341) (114) (111) (116)(302)

 産業別のＬＡＮ構築状況をみると、建設業、製造業、卸売・小売・飲食店、金融・保険、

サービス・その他の産業では 80％以上の企業がＬＡＮを構築している（図表 1- 7 参照）。
全社的レベルでの構築では、金融・保険業についで製造業が 2 番目に普及率が高くなる。
また、従業員規模別では大企業になるほど普及率が高い。300 人以上の企業で普及率は 9
割を超えている（図表 1- 8参照）。 

図表図表図表図表 1111----    7777    産業別ＬＡＮ構築・構築意向割合産業別ＬＡＮ構築・構築意向割合産業別ＬＡＮ構築・構築意向割合産業別ＬＡＮ構築・構築意向割合    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表図表図表図表 1111----    8888    従業者規模別ＬＡＮ構築・構築意向割合従業者規模別ＬＡＮ構築・構築意向割合従業者規模別ＬＡＮ構築・構築意向割合従業者規模別ＬＡＮ構築・構築意向割合    
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全社的に構築している
33.4%

構築していないし具体
的な予定もない

16.6%

無回答
18.7%

一部の事業所又は部
門で構築
17.7%

構築していないが具体
的に構築する予定があ

る
13.7%

（ｎ＝1,676）

10.1 10.7

19.1

28.9
11.3 11.3

14.1

15.3

21.421.421.421.4 22.022.022.022.0

33.233.233.233.2

44.244.244.244.2

0

20

40

60

平成9年 平成10年 平成11年 平成12年

全社的に構築している

一部の事業所又は
部門で構築

（1,989） （1,838）（2,023）（2,108）（ｎ）

(%)

(２) イントラネットの構築状況 

平成 12 年において、ＬＡＮ構築企業のうちイントラネットを構築する企業は約 5 割
（51.1％）となっている。その内訳は、「全社的に構築している」（33.4％）、「一部の事業所
又は部門で構築している」（17.7％）である（図表 1- 9参照）。 
また、全企業においてイントラネットを構築している企業は 44.2％である。前年と比較

すると「一部の事業所又は部門で構築」する企業の割合は 15.3％とあまり変化がないが、
「全社的に構築している」が 19.1％から 28.9％となり全社的に構築している企業が増加し
ていることがわかる（図表 1- 10参照）。 
 

図表図表図表図表 1111----    9999    ＬＡＮ構築企業におけるイントラネットの構築状況ＬＡＮ構築企業におけるイントラネットの構築状況ＬＡＮ構築企業におけるイントラネットの構築状況ＬＡＮ構築企業におけるイントラネットの構築状況    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表図表図表図表 1111----    10101010    全企業におけるイ全企業におけるイ全企業におけるイ全企業におけるイントラネットの構築状況ントラネットの構築状況ントラネットの構築状況ントラネットの構築状況    
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2.6
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一部の事業所又は部門で
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構築していないが、具体的に
構築する予定がある

(ｎ) (1,676) (451) (1,225) (280) (316) (336) (112) (110) (114)(293)

(%)

33.4
29.6

33.3

25.3

31.9

50.8

38.6

17.7

17.7

18.0

13.6

21.6

10.5

13.5

15.0

13.7

10.1

16.6
17.1

15.5

27.9

15.2

19.1

15.8

13.7
14.7

7.8

13.9

0

10
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90
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全体 建設業 製造業 運輸・
通信業

卸売・
小売業、
飲食店
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保険業

サービス業、
その他（計）
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予定もない

全社的に構築している

一部の事業所又は部門で
構築している

構築していないが、具体的に
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(ｎ) (1,676) (271) (516) (178) (311) (199) (201)

(%)

産業別のイントラネット構築状況をみると、金融・保険業での普及率が高く 6割（61.3％）
を超えている（図表 1- 11参照）。また、ＬＡＮ同様に従業員規模別では大企業になるほど
普及率が高い。300人以上の企業の普及率は 6割（61.3％）となっている（図表 1-12参照）。 
 

図表図表図表図表 1111----    11111111    ＬＡＮ構築企業における産業別イントラネット構築・構築意向割合ＬＡＮ構築企業における産業別イントラネット構築・構築意向割合ＬＡＮ構築企業における産業別イントラネット構築・構築意向割合ＬＡＮ構築企業における産業別イントラネット構築・構築意向割合    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    

 

図表図表図表図表 1111----    12121212    ＬＡＮ構築企業における従業者規模別イントラネット構築・構築意向割合ＬＡＮ構築企業における従業者規模別イントラネット構築・構築意向割合ＬＡＮ構築企業における従業者規模別イントラネット構築・構築意向割合ＬＡＮ構築企業における従業者規模別イントラネット構築・構築意向割合    
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24.0

22.3

23.3

26.1

72.3

69.1

69.0

68.9

8.6

7.7

4.9

3.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成9年

平成10年

平成11年

平成12年

接続できる 接続できない 無回答

（1,591）

（1,676）

（1,753）

（1,608）

（ｎ）

接続できる
26.1%

接続できないが具体的
に接続する予定がある

18.5%

無回答
4.9%

接続できないし具体的な
予定もない

50.4%

（ｎ＝1,676）

３ 外出先等からのＬＡＮやイントラネットへの接続状況  

 
(１) LANへの接続 

外出先等から携帯情報端末などを利用してＬＡＮにアクセスできる企業は、ＬＡＮを構

築している企業の 26.1％である（図表 1- 13参照）。これを平成 9年から時系列的に比較す
ると、2割台でほとんど大きな変化はみられない（図表 1- 14参照）。 
 

図表図表図表図表 1111----    13131313    社外からのＬＡ社外からのＬＡ社外からのＬＡ社外からのＬＡＮ接続状況Ｎ接続状況Ｎ接続状況Ｎ接続状況    

 
 
 
 
 
 

 

図表図表図表図表 1111----    14141414    社外からのＬＡＮ接続状況の推移社外からのＬＡＮ接続状況の推移社外からのＬＡＮ接続状況の推移社外からのＬＡＮ接続状況の推移    
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34.4%

接続できないが具体的
に接続する予定がある

19.2%

接続できないし具体的な
予定もない

39.6%

無回答
6.8%

（ｎ＝812）

34.1

34.1

34.4

34.4

62.6

56.3

57.6

58.8

9.6

8.1

6.8

3.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成9年

平成10年

平成11年

平成12年

接続できる 接続できない 無回答

（533）

（812）

（874）

（690）

（ｎ）

(２) イントラネットへの接続 
同様に外出先等からイントラネットにアクセスできる企業は、イントラネットを構築し

ている企業の 34.4％（図表 1-15 参照）であり、前年の 34.4％から変化が無い（図表 1-16
参照）。 

 

図表図表図表図表 1111----    15151515    社外からのイントラネット接続状況社外からのイントラネット接続状況社外からのイントラネット接続状況社外からのイントラネット接続状況    

 
 
 
 
 
 
 
 

図表図表図表図表 1111----    16161616    社外からのイントラネット接続状況（時系列）社外からのイントラネット接続状況（時系列）社外からのイントラネット接続状況（時系列）社外からのイントラネット接続状況（時系列）    
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n = 1,676(%)

４ LANやイントラネットの接続端末の使用人数 
 

ＬＡＮやイントラネットの接続端末 1台当たりの使用人数は、「1人」が 31.8％、「2人」
が 22.7％、「３人」が 15.8％で、1台当たり 1人から 3人という企業が 7割をしめ、一人一
台化が着実に進展している。一方、「5 人以上」で 1 台の端末を使用するという企業も約 2
割（21.2％）程度残っている（図表 1-17参照）。 
ＬＡＮ，イントラネットを構築している企業を、エクストラネット構築企業、イントラ

ネット構築企業（エクストラネットなし）、ＬＡＮ構築企業（イントラネット構築なし）に

わけてみると、エクストラネット構築企業の約 5割（52.2％）が 1 人 1 台のネットワーク
環境を実現しており、イントラネット構築企業とは格差がある（図表 1-18参照）。 

 

図表図表図表図表 1111----    17171717    ＬＡＮやイントラネット接続端末１台当たりの人数の推移ＬＡＮやイントラネット接続端末１台当たりの人数の推移ＬＡＮやイントラネット接続端末１台当たりの人数の推移ＬＡＮやイントラネット接続端末１台当たりの人数の推移    
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n=1,676

（％）

ｎ 1人 2人 3人 4人 5人以上 不明

1,676 31.8 22.7 15.8 5.8 21.2 2.7

建設業 271 30.5 29.6 17.4 5.4 14.2 3.0

製造業 516 30.9 22.0 19.6 7.0 18.9 1.7

運輸・通信業 178 32.8 23.0 13.3 6.3 22.4 2.1

卸売・小売業、飲食店 311 28.2 24.6 11.7 7.5 22.4 5.5

金融･保険業 199 33.0 25.0 18.8 7.7 12.6 2.9

サービス業、その他 201 38.5 18.3 15.7 1.0 26.1 0.5

100～299人 451 30.2 21.8 15.4 6.0 23.5 3.2

300人以上（計） 1,225 35.4 24.9 16.9 5.4 15.7 1.6
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2,000～2,999人 112 41.0 22.1 12.8 6.0 17.5 0.7

3,000～4,999人 110 39.6 28.4 12.4 5.4 13.4 0.8

5,000人以上 114 61.2 18.3 5.0 4.6 10.0 0.8

エクストラネットあり 273 52.2 25.2 11.2 1.4 7.4 2.6

イントラネットあり・エクストラネットなし 735 32.8 21.9 14.7 7.1 21.3 2.2

ＬＡＮあり・イントラネットなし 668 26.4 22.8 17.8 5.7 24.1 3.2
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図表図表図表図表 1111----    18181818    企業内情報網のタイプ別のＬＡＮやイントラネット企業内情報網のタイプ別のＬＡＮやイントラネット企業内情報網のタイプ別のＬＡＮやイントラネット企業内情報網のタイプ別のＬＡＮやイントラネット接続端末１台当たりの人数接続端末１台当たりの人数接続端末１台当たりの人数接続端末１台当たりの人数    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表図表図表図表 1111----    19191919    ＬＡＮやイントラネット接続端末１台当たり人数ＬＡＮやイントラネット接続端末１台当たり人数ＬＡＮやイントラネット接続端末１台当たり人数ＬＡＮやイントラネット接続端末１台当たり人数    
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（単位：％）
n = 1,676

５ ＬＡＮやイントラネットの構築時期  

 
ＬＡＮやイントラネットの構築時期は、「1年未満」9.7％、「1年～2年未満」19.2％、

「2～3年未満」22.6％で、3年未満の企業が全体の半数をしめる。また、5年未満の企業が
全体の約 8割をしめている（図表 1-20参照）。 
 

図表図表図表図表 1111----    20202020    ＬＡＮやイントラネットの構築時期ＬＡＮやイントラネットの構築時期ＬＡＮやイントラネットの構築時期ＬＡＮやイントラネットの構築時期    
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(n=1,676)

６ LANやイントラネットの費用対効果  

 
 ＬＡＮやイントラネットの費用対効果がプラスに転じる時期について尋ねた。 
費用対効果がプラスになっていないと感じる企業は全体の約半数（48.8％）をしめ、プラ
スになっていると感じている企業（39.6％）を上回った（図表 1-21参照）。 
費用対効果がプラスに転じる時期として挙げられたのは、「1～2 年未満」（13.3％）「2～

3年未満」（11.9％）が多く、約３社に 1社は、3年以内にプラスになったと感じている。 
ＬＡＮやイントラネットの接続端末 1 台当たりの使用人数と費用対効果がプラスに転

じる時期には、使用人数が少ないほどプラスに転じやすいという相関が認められ、特に「ま

だプラスの効果が出ていない」という企業割合に端的な差となって現れている。端末を 1
人 1台あるいは 2人 1台で使う企業では、4割の企業が 3年未満で費用対効果がプラスに
なると感じている。一方、端末を 4～5人で共有する企業は、約 6割がまだ効果がでていな
いと感じている（図表 1-22参照）。 

 

図表図表図表図表 1111----    21212121     LAN LAN LAN LAN やイやイやイやイントラネットの構築後に費用対効果がプラスに転じる時期ントラネットの構築後に費用対効果がプラスに転じる時期ントラネットの構築後に費用対効果がプラスに転じる時期ントラネットの構築後に費用対効果がプラスに転じる時期    
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（％）

企
業
数

1年
未満

1～2年
未満

2～3年
未満

3～4年
未満

4～5年
未満

5年
以上

まだプ
ラスの
効果は
出てい
ない

1人 600 8.8 15.9 14.2 6.2 2.8 1.3 37.8

2人 415 5.3 16.3 18.3 4.6 0.9 1.0 45.4

3人 272 5.0 13.4 14.3 1.0 5.0 1.6 53.0

4人 90 7.0 1.5 2.3 8.9 0.2 8.1 59.7

5人以上 265 7.9 11.0 3.3 0.7 2.1 0.3 68.7

接
続
端
末
1
台
当
た
り
の
人
数

費用対効果がプラスに転じた時期

図表図表図表図表 1111----    22222222    接続端末１台当たり使用人数と費用対効果がプラス転じる時期接続端末１台当たり使用人数と費用対効果がプラス転じる時期接続端末１台当たり使用人数と費用対効果がプラス転じる時期接続端末１台当たり使用人数と費用対効果がプラス転じる時期    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



15 

52.2

51.6

28.4

16.3

12.0

8.1

3.0

4.2

45.9

51.4

25.8

11.5

9.1

5.2

3.2

4.3

15.3

5.9

45.7

46.1

31.0

13.9

10.6

4.4

2.8

4.5

11.7

5.7

0 10 20 30 40 50 60

運用･管理者の人材が
　　　　　　　　　　 不足

ｾｷｭﾘﾃｨ対策の確立が
                   難しい

運用･管理、人材育成の
               費用が増大

障害の復旧に時間が
                  かかる

導入成果が得られて
　　　　　　　 　 いない

ｻｰﾊﾞｰへの接続に時間
                 がかかる

その他

特に問題点はなかった

社外秘情報の漏洩防止
                     が困難

公開情報の作成が困難

（％）

平成12年 n= 1,676

平成11年 n = 1,773

平成10年 n = 1,636

７ LANやイントラネットの利用上の問題点 

 
※ この設問では回答を3つまで選択し、重視する順に記入してもらった。集計にあたっては、1番

に重視する項目に 3点、2番目に重視する項目に 2点、3番目に重視する項目に1点を与え、

回答企業数に 1 番目に与えられる得点の 3 を乗じた数を基数として、それぞれの比率を求め

た。 

 
ＬＡＮやイントラネットを利用する上での問題点として、「運用・管理者の人材不足」

（52.2％）、セキュリティ対策の確立が難しい」（51.6％）、「運用・管理・人材育成費用が増
大」（28.4％）を挙げる割合が高く、ついで「障害の復旧に時間がかかる」（16.3％）が続い
た（図表 1- 23参照）。また、「導入成果が得られていない」という問題も 12％の企業から
挙げられている。 
今回の調査結果を過去の調査結果と比較すると、いずれの項目も高い数値をしめしてお

り、企業内通信網の普及とともに、人材面やセキュリティ管理面で問題意識が高まってい

る様子が窺える。 
 

図表図表図表図表 1111----    23232323     LAN LAN LAN LAN やイントラネットの利用上の問題点（得点合計の比率）やイントラネットの利用上の問題点（得点合計の比率）やイントラネットの利用上の問題点（得点合計の比率）やイントラネットの利用上の問題点（得点合計の比率）    
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導入後の期間と利用上の問題点の関係を、導入後 2年未満の企業と導入後 2年以上の企
業で比較した（図表 1- 24参照）。 
それぞれほぼ共通した問題意識を抱えている様子が窺えるが、導入後 2年以上の企業で

は「セキュリティ対策の確立が難しい」と考える企業が 54.0％と高く、一方、導入後 2 年
未満の企業では、「導入成果が得られていない」の比率が高いのが特徴的である。 

 

図表図表図表図表 1111----    24242424    導入時期別ＬＡＮ導入時期別ＬＡＮ導入時期別ＬＡＮ導入時期別ＬＡＮ,,,,イントラネット利用上の問題点イントラネット利用上の問題点イントラネット利用上の問題点イントラネット利用上の問題点    

 
 
 
 
 
 
 

導入後2年未満

50.1

53.2

23.0

14.3

15.4

8.1

2.4

6.6

020406080

ｾｷｭﾘﾃｨ対策の確立が難しい

運用･管理者の人材が不足　

運用　管理、人材育成の費用
が増大

障害の復旧に時間がかかる

導入成果が得られていない

ｻｰﾊﾞｰへの接続に時間が　
かかる

その他　　　　　　　　　　　　

特に問題点はなかった　　

（％） (ｎ＝362)

導入後2年以上

54.0

53.5

31.7

17.6

10.9

8.4

3.3

3.3

0 20 40 60 80

ｾｷｭﾘﾃｨ対策の確立が難しい

運用　管理者の人材が不足　

運用　管理、人材育成の費用
が増大

障害の復旧に時間がかかる

導入成果が得られていない

ｻｰﾊﾞｰへの接続に時間が　
かかる

その他　　　　　　　　　　　　

特に問題点はなかった　　

（％）
(ｎ＝1,291)

・ 

・ 
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単位：（ ％ )

ｎ

ｾｷｭﾘﾃｨ
対策の
確立が
難しい

運用･管
理、人材
育成の費
用が増大

運用･管
理者の人
材が不足

障害の復
旧に時間
がかかる

ｻｰﾊﾞｰへ
の接続に
時間がか

かる

導入成果
が得られ
ていない

その他 特に問題
点はな
かった

1,676 51.6 28.4 52.2 16.3 8.1 12.0 3.0 4.2

建設業 271 52.7 27.6 51.1 15.5 12.3 12.4 2.6 1.3

製造業 516 55.4 26.6 49.8 18.2 7.2 11.6 3.6 5.4

運輸・通信業 178 45.9 22.2 57.4 19.0 8.5 12.8 3.5 1.4

卸売・小売業、飲食店 311 49.7 24.9 49.2 14.7 8.3 13.2 3.4 2.9

金融･保険業 199 69.4 26.7 47.9 10.5 9.8 9.7 2.2 2.5

サービス業、その他（計） 201 48.1 39.3 59.4 15.0 7.3 10.5 1.2 6.1

100～299人 451 49.9 27.6 52.3 16.6 7.7 12.1 2.8 4.5

300人以上（計） 1,225 55.6 30.2 51.9 15.5 9.1 11.5 3.4 3.4

300～499人 280 52.4 26.9 53.4 15.4 7.5 14.2 4.2 4.5

500～999人 316 55.0 32.3 53.4 14.9 9.5 11.1 3.2 2.7

1,000～1,999人 293 56.5 30.3 48.9 16.1 9.1 9.1 2.8 4.3

2,000人以上（計） 336 66.6 33.5 45.9 17.0 12.4 7.5 2.6 1.8

2,000～2,999人 112 67.2 27.7 51.2 18.7 10.3 7.1 1.3 1.6

3,000～4,999人 110 65.8 31.1 44.6 19.3 15.6 8.6 2.0 1.8

5,000人以上 114 66.8 41.4 41.9 13.0 11.2 6.9 4.5 2.0

273 59.0 32.3 50.6 16.4 7.9 7.9 3.3 4.0

735 53.6 30.3 53.2 16.4 8.5 14.7 3.4 1.5

668 48.4 26.0 51.7 16.1 7.7 10.6 2.5 6.4

1年未満 127 54.0 18.7 51.6 17.6 13.1 16.5 1.9 3.9

1～2年未満 235 48.1 25.1 54.0 12.7 5.6 14.9 2.7 7.9

2～3年未満 305 50.6 25.3 55.1 17.1 8.5 14.6 2.7 6.4

3～4年未満 255 61.9 35.7 58.0 14.5 6.5 6.6 3.3 0.7

4～5年未満 269 53.4 33.8 46.4 14.9 13.2 14.9 3.2 1.7

5年以上 462 53.0 34.8 52.9 21.7 6.6 7.5 3.9 2.6

導
入
時
期

エクストラネットあり

イントラネットあり・エクストラ
ネットなし

全　　　　　　体

従
業
員
規
模

企
業
内
通
信
網

タ
イ
プ

ＬＡＮあり・イントラネットなし

産
　
　
業

このほか、企業の属性による問題点の違いをみると、従業員が 2000人を超える大企業、
あるいはエクストラネット構築企業、導入後 5 年を経たような企業でセキュリティや人材
不足問題の比率が高い（図表 1-25参照）。 

図表図表図表図表 1111----    25252525    LANLANLANLAN やイントラネットの利用上の問題点やイントラネットの利用上の問題点やイントラネットの利用上の問題点やイントラネットの利用上の問題点（得点合計の比率）（得点合計の比率）（得点合計の比率）（得点合計の比率）    
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ＬＡＮ構築予定企業

86.7

20.1

19.5

12.0

18.4

19.7

5.1

2.2

0.0

0.2

0.0

1.2

020406080100

企業内での業務情報やﾃﾞｰﾀ
の共有化

ﾌﾟﾘﾝﾀｰなどの出力装置の共
有化

企業内でのｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝの共
有化

伝送速度の向上

文書決裁ｼｽﾃﾑの実現

その他

（％） （ｎ＝41）

ＬＡＮ構築企業

75.0

30.0

22.9

20.3

14.8

12.7

6.2

3.5

1.3

3.1

0.5

0 20 40 60 80 100

企業内での業務情報やﾃﾞｰﾀの共
有化

電子ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽの実現

ﾌﾟﾘﾝﾀｰなどの出力装置の共有化

企業内でのｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱやﾜｰｸﾌﾛｰ
の実現

企業内でのｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝの共有化

財務･経理ｼｽﾃﾑの実現

伝送速度の向上

ﾀﾞｳﾝｻｲｼﾞﾝｸﾞ

文書決裁ｼｽﾃﾑの実現

ﾊﾟｿｺﾝを利用したﾃﾚﾋﾞ会議の実現

その他

特に課題はなかった

（％）（ｎ＝1,676）

0.1 

８ LANやイントラネットの構築目的 

 
※ この設問では回答を3つまで選択し、重視する順に記入してもらった。集計にあたっては、1番

に重視する項目に 3点、2番目に重視する項目に 2点、3番目に重視する項目に1点を与え、

回答企業数に 1 番目に与えられる得点の 3 を乗じた数を基数として、それぞれの比率を求め

た。 
 
ＬＡＮやイントラネットを構築した目的としては、「企業内での業務情報やデータの共

有化」が 75.0％で最も高く、ついで「電子メールサービスの実現」30.0％、「プリンターな
どの出力装置の共通化」22.9％、「企業内でのグループウェアやワークフローの実現」20.3％
などの順となっている。情報の共有化と機器・ソフトの共有化による資源節約が目的の上

位となっている（図表 1-26参照）。 
また。これからＬＡＮ構築を予定している企業（予定企業）の目的は、概ねＬＡＮ構築

企業（既設企業）と同じであるが、予定企業では、「企業内のグループウェアやワークフロ

ーの実現」の比率が低い一方で、「財務・経理システムの実現」が 3番目に大きい目的とな
っている。 

図表図表図表図表 1111----    26262626    ＬＡＮ及びイントラネットの構築目的ＬＡＮ及びイントラネットの構築目的ＬＡＮ及びイントラネットの構築目的ＬＡＮ及びイントラネットの構築目的    
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3.6

9.4

6.9

10.9

16.8

58.8

63.7

58.7

7.4

15.1

18.0

30.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成10年

平成11年

平成12年

利用している

利用していないが具体的に
利用する予定がある

無回答

（1,838）

（2,023）

（2,108）

（ｎ）利用していないし具体的な予定もない

９ エクストラネットの利用状況  

 
エクストラネットを「利用している」企業は、全企業の 9.4％である。また、「利用して

いないが具体的に利用する予定がある」企業が 16.8％、「具体的予定もない」企業が 58.7％
となっている（図表 1- 27参照）。 
過去の調査結果と比較すると、平成 10年から 2倍以上も普及している。 
 

図表図表図表図表 1111----    27272727    エクストラネットエクストラネットエクストラネットエクストラネットの利用状況の推移の利用状況の推移の利用状況の推移の利用状況の推移    
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3.63.63.63.6

9.49.49.49.4

2.3
2.8

7.5

5.5

10.3

13.3

2.1

3.6

8.8

2.1

6.8

8.4

4.7

6.3

7.47.47.47.4

9.4

3.9

6.7

5.8

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

平成10年 平成11年 平成12年

全体

建設業

製造業

運輸・通信業

卸売・小売業、飲食店

金融･保険業

サービス業

単位：％

エクストラネットの利用率を産業別にみると、本年の調査では製造業が最も高く 13.3％
の企業で導入されている。ついで、運輸・通信 8.8％、卸売・小売業、飲食店 8.4％、建設
業 7.5％と続いている（図表 1-28参照）。 
また、従業員規模でみると、2000人以上の企業では約 3社に 1社（32.3％）が導入し

ている。これに対して、300人未満の企業の導入率は 7.4％と 4.5倍程度の違いが見られる
（図表 1-29参照）。 

図表図表図表図表 1111----    28282828    産業別エクストラネット利用率の推移産業別エクストラネット利用率の推移産業別エクストラネット利用率の推移産業別エクストラネット利用率の推移    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表図表図表図表 1111----    29292929    従業員規模別エクストラネット利用率の推移従業員規模別エクストラネット利用率の推移従業員規模別エクストラネット利用率の推移従業員規模別エクストラネット利用率の推移    
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32.3

29.2

19.2

0.0
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20.0

25.0

30.0

35.0

平成10年 平成11年 平成12年

全体

100～299人

300～499人

500～999人

1,000～1,999人

2,000人以上

単位：％
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エクストラネット予定企業

23.4

22.4

14.5

12.2

22.5

4.9

8.4

57.8

020406080

電子ﾃﾞｰﾀ交換（EDI)の実現

関連企業間での顧客情報の共有

関連企業間でのﾜｰｸﾌﾛｰの実現

ｵﾌｨｽ外からのｱｸｾｽ可能

他企業間での共同作業、共同設計

電子商取引（EC）の実現

その他

取引企業の拡大

（％）

（ｎ＝360）

エクストラネット利用企業

43.4

32.2

28.0

20.9

14.5

13.5

12.7

5.1

0 20 40 60 80

電子ﾃﾞｰﾀ交換（EDI)の実現 

関連企業間での顧客情報の
共有

関連企業間でのﾜｰｸﾌﾛｰの 
実現

ｵﾌｨｽ外からのｱｸｾｽ可能   

他企業間での共同作業、   
共同設計

電子商取引（EC）の実現    

その他　　　　　　　　　　　　　

取引企業の拡大              

（％）

（ｎ＝273）

１０ エクストラネットの利用目的 

 
※ この設問では回答を3つまで選択し、重視する順に記入してもらった。集計にあたっては、1番

に重視する項目に 3点、2番目に重視する項目に 2点、3番目に重視する項目に1点を与え、

回答企業数に 1 番目に与えられる得点の 3 を乗じた数を基数として、それぞれの比率を求め

た。 

 

エクストラネットを利用している企業では、「電子データ交換（EDI）の実現」の比率が

43.4％と最も高く、ついで「関連企業間での顧客情報の共有」（32.2％）、「関連企業間での
ワークフローの実現」（28.0％）、「オフィス外からのアクセス可能」（20.9％）などの順とな
っている（図表 1- 30参照）。 

また、エクストラネット利用予定の企業では、「電子データ交換（EDI）の実現」（57.8％）
と「関連企業間での顧客情報の共有」（23.4％）に次いで、「電子商取引（EC）」の実現」
（22.5％）の比率が高くなっている（図表 1- 30参照）。 

 

図表図表図表図表 1111----    30303030    エクストラネットの利用目的エクストラネットの利用目的エクストラネットの利用目的エクストラネットの利用目的    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    

 
 



22 

単位：（％）

ｎ

関連企
業間で
の顧客
情報の
共有

関連企
業間で
のﾜｰｸﾌ
ﾛｰの実
現

ｵﾌｨｽ外
からの
ｱｸｾｽ
可能

他企業
間での
共同作
業、共
同設計

電子商
取引
（EC）の
実現

電子
ﾃﾞｰﾀ交
換（EDI)
の実現

取引企
業の拡
大

その他

合       計 633 26.6 24.4 16.8 13.0 19.3 52.6 7.2 7.7

建設業 89 20.5 14.1 36.6 19.9 22.7 54.1 7.3 10.7

製造業 258 27.5 19.5 11.4 12.9 20.2 61.3 9.4 4.5

運輸・通信業 51 35.6 31.1 16.4 15.3 13.9 35.3 9.8 7.8

卸売・小売業、飲食店 123 20.5 27.2 18.9 13.6 16.9 54.7 5.7 10.5

金融･保険業 45 17.0 23.5 22.9 10.0 25.9 24.8 9.6 23.4

サービス業、その他 67 41.0 34.4 15.5 6.8 23.9 30.1 2.8 6.3

100～299人 121 29.5 28.6 15.4 10.8 15.9 50.6 7.4 6.5

300人以上（計） 512 21.5 17.2 19.1 16.9 25.2 56.1 7.0 9.8

300～499人 86 24.8 14.0 18.7 13.6 25.9 53.0 6.8 9.5

500～999人 97 16.9 20.8 21.6 15.7 24.0 58.7 6.6 10.8

1,000～1,999人 121 23.6 12.6 15.9 17.9 27.2 57.6 9.3 10.7

2,000人以上（計） 208 22.1 20.5 18.1 23.9 24.7 55.5 5.9 7.8

2,000～2,999人 60 18.1 20.6 18.0 18.0 27.6 61.2 7.7 5.0

3,000～4,999人 65 20.0 15.3 24.8 27.6 19.3 58.3 4.5 10.3

5,000人以上 83 26.6 24.6 12.8 25.2 26.9 49.2 5.8 7.8

1年未満 28 25.0 31.0 5.8 3.3 36.3 50.9 10.2 2.3

1～2年未満 51 44.5 22.6 16.6 11.7 11.8 48.9 3.8 4.8

2～3年未満 92 26.7 19.9 16.3 16.0 8.3 46.5 1.7 7.0

3～4年未満 101 10.6 19.4 18.9 8.3 14.7 68.6 7.7 18.8

4～5年未満 107 17.8 7.4 25.4 13.2 33.2 60.2 16.1 7.0

5年以上 239 27.0 36.5 17.9 18.8 16.9 51.1 7.0 6.4

1人 304 18.5 25.3 18.5 16.1 21.0 52.3 6.5 8.7

2人 156 38.5 27.7 21.2 14.5 17.4 41.9 6.6 12.1

3人 75 18.1 28.3 14.1 20.3 12.1 59.7 6.4 8.6

4人 27 11.1 8.6 17.8 2.3 16.4 88.5 12.1 1.6

5人以上 53 39.4 24.7 10.7 4.1 20.4 46.9 7.1 1.6

産
業
別

従
業
者
規
模
別

導
入
時
期

端
末
１
台
当
た
り

の
人
数

産業別にエクストラネットの利用目的をみると、各産業の生産活動の違いを映してエク

ストラネットの利用目的にも異なる特徴が見られる。製造業や建設業、卸売・小売業、飲

食店では主たる目的がＥＤＩの実現であり、建設業ではこれに加えてオフィス外からのア

クセスを可能とすることも大きな目的の一つに数えられる。同様に運輸・通信業、サービ

ス業では関連企業との顧客情報の共有化やワークフローの実現、金融・保険業では電子商

取引（ＥＣ）の実現が重要な目的となっている（図表 1-31参照）。 

図表図表図表図表 1111----    31313131    エクストラネットの利用目的エクストラネットの利用目的エクストラネットの利用目的エクストラネットの利用目的    
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8.1

11.1

37.5

36.3

37

5.5

4.9

42.6

40.4

39.2

10.1

10.3

9.1

4.3

3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成10年

平成11年

平成12年

全社的に
利用している

一部の事業所又は
部門で利用している

利用していないが具体的に
利用する予定がある

無回答

（2,108）

（1,838）

（2,023）

（ｎ）
利用していないし
具体的な予定もない

第２章 パソコン通信サービスとインターネット 
 
１ パソコン通信サービスとインターネットの利用状況 

 
(１) パソコン通信サービスの利用 

パソコン通信サービスを利用している企業の割合（利用率）は、全体の 48.1％である。
約 2 社に 1 社がパソコン通信サービスを利用し、その内訳は「全社的に利用している」が
11.1％、「一部の事業所又は部門で利用している」が 37.0％である。一方、利用していない
が「具体的に利用する予定がある」は 3.6％、「具体的な予定もない」が 39.2％となってい
る。パソコン通信サービスは全社的というより一部の部署で利用している場合が圧倒的に

多い（図表 2-1参照）。 
これを平成 10年の調査結果と比較すると、「全社的に利用している」が 2倍以上に増加

する一方で、「一部の事業所又は部門で利用している」が横ばいとなったことから、全体で

はわずかな上昇（6.3ポイント）にとどまった。 
 

図表図表図表図表 2 2 2 2----1111    パソコン通信サービスの利用状況パソコン通信サービスの利用状況パソコン通信サービスの利用状況パソコン通信サービスの利用状況    
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48.048.048.048.0

33.4

57.7

41.841.841.841.8

44.444.444.444.4

30.2
27.0

54.3
55.1

10

15

20

25

30

35

40

45

50

55

60

（％）

全体 41.8 44.4 48.0 

建設業 48.4 51.4 49.3 

製造業 47.5 53.4 49.7 

運輸・通信業 30.2 27.0 33.4 

卸売・小売業、飲食店 38.6 38.4 49.1 

金融･保険業 54.3 55.1 57.7 

サービス業、その他（計） 39.5 43.3 49.6 

平成10年 平成11年 平成12年

48484848
46.8

50.8

58.1

41.841.841.841.8

44.444.444.444.4

41.4

37.8

50
50.7

74.3

70.8

30

35

40

45

50

55

60

65

70

75

80

全体 41.8 44.4 48

100～299人 37.8 41.4 46.8

300～499人 45.5 48 49.7

500～999人 50 50.7 50.8

1000～1999人 62.4 53.6 51.7

2000人以上（計） 74.3 70.8 58.1

平成10年 平成11年 平成12年

産業別にパソコン通信サービス利用率をみると、金融・保険業の利用率が約6割（57.7％）
と最も高く、他は運輸・通信業を除き、ほとんど同じである（図表 2-2参照）。 
従業員規模別に利用率をみると、従業員 1000人以上の企業では減少、それ以下では上

昇する傾向にあり、企業規模による違いは失われつつある（図表 2-3参照）。 

図表図表図表図表 2 2 2 2----2222    産業別パソコン通信サービス利用率の推移産業別パソコン通信サービス利用率の推移産業別パソコン通信サービス利用率の推移産業別パソコン通信サービス利用率の推移    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表図表図表図表 2 2 2 2----3333    従業員規模別パソコン通信サービス利用率の推移従業員規模別パソコン通信サービス利用率の推移従業員規模別パソコン通信サービス利用率の推移従業員規模別パソコン通信サービス利用率の推移    
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27.5

45.6

49.3

50.8

43.7

8.8

7.5

22.9

11.4

5.3

4.514.4

2.9 2.5

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成10年

平成11年

平成12年

全社的に
利用している

一部の事業所又は
部門で利用している

利用していないが具体的に
利用する予定がある

無回答

（2,108）

（1,838）

（2,023）

（ｎ）

利用していないし
具体的な予定もない

(２) インターネットの利用 

 
インターネットを利用している企業は 89.3％で、その内訳は「全社的に利用している」

が 45.6％、「一部の事業所又は部門で利用している」が 43.7％となっている。およそ 9割の
企業がインターネットを利用し、そのうち半分の企業が全社的利用となっている（図表 2-4
参照）。 
これを前年（平成 11年）の調査結果と比較すると、全社的利用企業が 27.5％から 18.1％

も増加した。これは利用している企業が数において増えているばかりでなく、同時に一部

の部署での利用から全社的な利用に急速に広がっていることを示している。 
 

図表図表図表図表 2 2 2 2----4444    インターネットの利用状況インターネットの利用状況インターネットの利用状況インターネットの利用状況    
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89.389.389.389.3

57.6

74.4

86.9

95.9

100.0

63.863.863.863.8

78.378.378.378.3
78.6

87.8
92.3

96.0

30

40

50

60

70

80

90

100

全体 63.8 78.3 89.3 

100～299人 57.6 74.4 86.9 

300～499人 74.8 86.0 94.0 

500～999人 78.6 87.8 95.9 

1000～1999人 89.8 92.3 97.2 

2000人以上 92.3 96.0 100.0 

平成10年 平成11年 平成12年

産業別にインターネット利用率をみると、産業による利用率格差は急速に解消しつつあ

る。最も高い利用率となったのは、建設業で 95.9％である（図表 2-5参照）。 
従業員規模でみると、従業員 2000 人以上の大企業では 100％利用されており、300 人

未満の企業との格差も縮小されつつある（図表 2-6参照）。 
 

図表図表図表図表 2 2 2 2----5555    産業別インターネット利用率の動向産業別インターネット利用率の動向産業別インターネット利用率の動向産業別インターネット利用率の動向    

図表図表図表図表 2 2 2 2----6666    従業員規模別インターネット利用率の動向従業員規模別インターネット利用率の動向従業員規模別インターネット利用率の動向従業員規模別インターネット利用率の動向    

    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

89.389.389.389.3

95.9

72.4

78.378.378.378.3

63.863.863.863.8

57.3

50.5

90.2

79.7

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

（％）

全体 63.8 78.3 89.3 

建設業 69.3 84.7 95.9 

製造業 69.0 87.1 92.2 

運輸・通信業 50.5 57.3 72.4 

卸売・小売業、飲食店 64.7 75.8 88.5 

金融･保険業 79.7 90.2 92.2 

サービス業、その他（計） 57.1 74.8 91.4 

平成10年 平成11年 平成12年
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24.4

32.4

16.2

13.4

56.1

50.8

2.2

1.0

0.8

1

0.4

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成11年

平成12年

利用しているが、決済は
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上で行っていない

利用しており、決済も
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上で行っている

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄによる販売活動が
どのようなものか知らない

利用していないし、
具体的な利用予定もない

利用していないが、
具体的な利用予定がある

無回答

（1,739）

（1,718）

（ｎ）

２ インターネットを利用した販売活動 

 
インターネットを利用した販売活動を行っている企業は 34.6％、およそ 3 社に 1 社の

割合となっている。そのうち、インターネット上で「決済を行っている」企業が 2.2％、「決
済を行っていない」企業が 32.4％である。また、利用していないが「具体的な利用予定が
ある」企業が13.4％、「具体的利用予定がない」企業が50.8％となっている（図表2-7参照）。 
前年調査結果と比べると、インターネット上で販売活動を行っている企業は、25.4％か

ら 34.6％に増加し、決済を行っている企業は 1.0％から 2.2％に倍増している。 
 

図表図表図表図表 2 2 2 2----7777    インターネットを利用した販売活動インターネットを利用した販売活動インターネットを利用した販売活動インターネットを利用した販売活動    
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19.8

27.5 28.0

38.1

31.8

38.9

2.2 0.0 1.3 1.3
4.8

13.4

0.4

32.4

34.634.634.634.6

19.819.819.819.8

28.828.828.828.8 29.329.329.329.3

42.942.942.942.9
45.245.245.245.2

39.339.339.339.3

0

10

20

30

40

50

全産業 建設業 製造業 運輸・
通信業

卸売・
小売業、
飲食店

金融･
保険業

サービス業、
その他

（％）

決済も行っている

（ｎ） （213）（200）（314）（191）（520）（280）

決済は行っていない

（1,718）

また、産業別にインターネットを利用した販売活動を行っている企業の割合をみると、

金融・保険業が45.2％と最も高く、ついで卸売・小売業・飲食店（42.9％）、サービス業（39.3％）
とこれらの産業では約 4 割に達している。金融・保険業及び卸売・小売業・飲食店では、
決済も行っている割合が高く、金融業・保険業では 13.4％となっている（図表 2-8参照）。 

 

図表図表図表図表 2 2 2 2----8888    産業別インターネットを利用した販売活動産業別インターネットを利用した販売活動産業別インターネットを利用した販売活動産業別インターネットを利用した販売活動    
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52.2

45.8

28.4

16.5

12.8

8.7

6.5

5.7

3.0

2.5

3.0

46.5

47.7

28.4

19.1

12.3

6.0

6.1

6.0

2.6

2.7

3.5

39.6

48.9

25.5

28.9

5.7

4.0

5.5

8.4

4.2

2.8

5.7

0 20 40 60

セキュリティに心配がある

ウイルスの感染が心配である

通信料金が高い

情報検索に手間がかかる

電子的決済手段の信頼性に
　　　　　　　　　　　不安がある

認証技術の信頼性に不安がある

知的財産の保護に不安がある

送信した電子ﾒｰﾙがいつ届くか
                         わからない

ﾃﾞｰﾀの伝達経路がわからない

その他の点

特に不満は感じていない

平成12年　ｎ＝1,718

平成11年　ｎ＝1,739

平成10年　ｎ＝1,607

３ インターネット利用上の問題点 

 
※ この設問では回答を3つまで選択し、重視する順に記入してもらった。集計にあたっては、1番

に重視する項目に 3点、2番目に重視する項目に 2点、3番目に重視する項目に1点を与え、

回答企業数に 1 番目に与えられる得点の 3 を乗じた数を基数として、それぞれの比率を求め

た。 

 
インターネットを利用している企業について、利用上の問題点を尋ねた。問題点として

多く挙げられるのは、「セキュリティに心配がある」で 52.2％、次いで「ウィルスの感染が
心配」（45.8％）、「通信料金が高い」（28.4％）、「情報検索に手間がかかる」（16.5％）、「電
子的決済手段の信頼性に不安がある」（12.8％）の順となっている。ネットワークの安全性、
信頼性の問題、通信料金の高さを問題点とする企業が多いことがわかる（図表 2-9参照）。 

 

図表図表図表図表 2 2 2 2----9999    インターネット利用上の問題点（得点合計の比率）インターネット利用上の問題点（得点合計の比率）インターネット利用上の問題点（得点合計の比率）インターネット利用上の問題点（得点合計の比率）    
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ｎ 1位 2位 3位 4位 5位 6位

全産業

1,718
セキュリティに
心配がある

ウイルスの感
染が心配であ
る

通信料金が高
い

情報検索に手
間がかかる

電子的決済手
段の信頼性に
　
不安がある

建設業 280
セキュリティに心
配がある

ウイルスの感染
が心配である

通信料金が高い
情報検索に手間
がかかる

製造業 520
セキュリティに心
配がある

ウイルスの感染
が心配である

通信料金が高い
電子的決済手段
の信頼性に不安
がある

情報検索に手間
がかかる

運輸・通信業 191
ウイルスの感染
が心配である

セキュリティに心
配がある

通信料金が高い
情報検索に手間
がかかる

電子的決済手段
の信頼性に不安
がある

卸売・小売業、飲食店 314
セキュリティに心
配がある

ウイルスの感染
が心配である

通信料金が高い
情報検索に手間
がかかる

電子的決済手段
の信頼性に不安
がある

金融･保険業 200
セキュリティに心
配がある

ウイルスの感染
が心配である

通信料金が高い

サービス業、その他 213
セキュリティに心
配がある

ウイルスの感染
が心配である

通信料金が高い
情報検索に手間
がかかる

認証技術の信頼
性に不安がある

100～299人 478
セキュリティに心
配がある

ウイルスの感染
が心配である

通信料金が高い
情報検索に手間
がかかる

電子的決済手段
の信頼性に不安
がある

300人以上（計） 1,240
セキュリティに心
配がある

ウイルスの感染
が心配である

通信料金が高い
情報検索に手間
がかかる

電子的決済手段
の信頼性に不安
がある

300～499人 285
セキュリティに心
配がある

ウイルスの感染
が心配である

通信料金が高い
電子的決済手段
の信頼性に不安
がある

情報検索に手間
がかかる

500～999人 321
セキュリティに心
配がある

ウイルスの感染
が心配である

通信料金が高い
情報検索に手間
がかかる

電子的決済手段
の信頼性に不安
がある

認証技術の信頼
性に不安がある

1,000～1,999人 293
セキュリティに心
配がある

ウイルスの感染
が心配である

通信料金が高い
情報検索に手間
がかかる

電子的決済手段
の信頼性に不安
がある

2,000人以上（計） 341
セキュリティに心
配がある

ウイルスの感染
が心配である

通信料金が高い
電子的決済手段
の信頼性に不安
がある

情報検索に手間
がかかる

2,000～2,999人 114
セキュリティに心
配がある

ウイルスの感染
が心配である

通信料金が高い
電子的決済手段
の信頼性に不安
がある

情報検索に手間
がかかる

3,000～4,999人 111
セキュリティに心
配がある

ウイルスの感染
が心配である

通信料金が高い
電子的決済手段
の信頼性に不安
がある

情報検索に手間
がかかる

知的財産の保護
に不安がある

5,000人以上 116
セキュリティに心
配がある

ウイルスの感染
が心配である

通信料金が高い
電子的決済手段
の信頼性に不安
がある

情報検索に手間
がかかる

認証技術の信頼
性に不安がある

271
セキュリティに心
配がある

ウイルスの感染
が心配である

通信料金が高い
電子的決済手段
の信頼性に不安
がある

認証技術の信頼
性に不安がある

情報検索に手間
がかかる

723
セキュリティに心
配がある

ウイルスの感染
が心配である

通信料金が高い
情報検索に手間
がかかる

電子的決済手段
の信頼性に不安
がある

認証技術の信頼
性に不安がある

634
セキュリティに心
配がある

ウイルスの感染
が心配である

通信料金が高い
情報検索に手間
がかかる

電子的決済手段
の信頼性に不安
がある

0 － － － － － －

特に不満は感じ
ていない

セキュリティに心配がある

通信料金が高い

ＬＡＮなし・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄなし

90
ウイルスの感染
が心配である

情報検索に手間
がかかる

電子的決済手段
の信頼性に不安
がある

企
業
内
通
信
網
タ
イ
プ

従
業
員
規
模

産
　
　
業

エクストラネットあり

イントラネットあり・エクスト
ラネットなし

ＬＡＮあり・イントラネットなし

ＬＡＮなし・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄあり

図図図図表表表表 2 2 2 2----10101010    インターネット利用上の問題点（回答がインターネット利用上の問題点（回答がインターネット利用上の問題点（回答がインターネット利用上の問題点（回答が 10101010％以上の項目）％以上の項目）％以上の項目）％以上の項目）    
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61.2
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15.1

29.8

20.7
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13.3

6.2

5.6

10.0

18.8

3.3
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9.4

1.0

2.2

2.8

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成8年

平成9年

平成10年

平成11年

平成12年

自社でのみ利用している 社内外で利用している

利用していないが具体的に
利用する予定がある

無回答

利用していないし
具体的な予定もない

(n)

(1,943)

(1,989)

(2,023)

(2,108)

(1,838)

第３章 電子メール 
 
１ 電子メールの利用状況 

 
電子メールを利用している企業は、全体の 88.2％である。その内訳は「自社でのみ利

用している」が 10.0％、「社内外で利用している」が 78.2％となっている。一方、電子メー
ルを利用していないが「利用する予定がある」とする企業は 3.3％、「具体的な予定がない」
企業は 6.2％である（図表 3-1参照）。 

これらを過去の調査結果と比較すると、電子メールの目覚しい普及（平成 10年：57.4％、
平成 11年：74.5％）ばかりでなく、社内外で利用する企業が増加している。 
 

図表図表図表図表    3333----1111    電子メールの利用状況の推移電子メールの利用状況の推移電子メールの利用状況の推移電子メールの利用状況の推移    
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60.7

79.6

66.3

71.5

11.6

88.288.288.288.2
92.192.192.192.1

94.794.794.794.7

66.166.166.166.1

91.091.091.091.0 93.093.093.093.0

83.183.183.183.1
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全産業 建設業 製造業 運輸・
通信業

卸売・
小売業、
飲食店

金融･
保険業

サービス業、
その他

社内外で利用
している

自社内でのみ
利用している

(n) (290) (225)(215)(331)(240)(537)(1838)

9.5 9.7
13.9 11.3 9.2

76.5
82.6

79.8 86.2 90.2

86.086.086.086.0

92.392.392.392.3 93.793.793.793.7
97.597.597.597.5 99.499.499.499.4

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

100～
299人

300～
499人

500～
999人

1,000～
1,999人

2000人以上

社内外で利用
している

自社内でのみ
利用している

(n) (302)(331)(306)(558) (341)

電子メールを利用する企業は、運輸・通信業を除く、調査対象としたすべての産業にお

いて 8 割を超えている。特に利用率の高い産業は製造業で 94.7％となっている。また、金
融・保険業では社内のみで利用する企業が 3割程度（26.7％）ある（図表 3-2参照）。 
 

図表図表図表図表 3 3 3 3----2222    産業別電子メールの利用状況産業別電子メールの利用状況産業別電子メールの利用状況産業別電子メールの利用状況    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表図表図表図表 3 3 3 3----3333    従業員規模別電子メールの利用状況従業員規模別電子メールの利用状況従業員規模別電子メールの利用状況従業員規模別電子メールの利用状況    
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77.9

42.0

7.4

1.1

64.4

51.1

9.9

4.6

63.6

50.4

14.9

3.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

自社に設置したｼｽﾃﾑ

外部ﾊﾟｿｺﾝ通信ﾈｯﾄ

外部VANｾﾝﾀｰ

その他

平成12年　ｎ＝1,693

平成11年　ｎ＝1,681

平成10年　ｎ＝1,496

(%)

２ 電子メールの利用形態 

 
電子メールを利用している企業に対し、利用している電子メールがどのようなシステム

を採用しているのか、その利用形態について尋ねた。 
 
電子メールの利用手段として採用されているシステムの第 1位は「インターネット」で、

約 8割（77.9％）の企業で採用されている。次いで第 2位は「自社内に設置したシステム」
（42.0％）、第 3位が「外部パソコン通信ネット」（7.4％）の順となっている（図表 3-4参
照）。 
これを過去の調査結果と比較すると、電子メールの利用環境が「自社に設置したシステ

ム」や「外部パソコン通信ネット」が減少し、インターネットが増加する傾向が見られる。

電子メールの利用環境が自社に設置したシステムや外部パソコンネットからインターネッ

トにシフトしている様子が窺える（図表 3-4参照）。 
 

図表図表図表図表 3 3 3 3----4444    電子メールの利用形態（複数回答）電子メールの利用形態（複数回答）電子メールの利用形態（複数回答）電子メールの利用形態（複数回答）    
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また、産業別に利用形態をみると、運輸・通信業、建設業、サービス業・その他では、

インターネットの割合が高く、金融・保険業では自社に設置したシステムの割合が高い点

が特徴的である（図表 3-5参照）。 
同様に従業員規模別に利用形態をみると、大企業ほど、自社に設置したシステムを使っ

て電子メールを行うケースが多い（図表 3-5参照）。 

図表図表図表図表 3 3 3 3----5555    電子メールの利用形態電子メールの利用形態電子メールの利用形態電子メールの利用形態    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

単位（％）
外部
VAN

センター
その他

ｎ 平成11年平成12年平成11年平成12年平成11年平成12年平成11年平成12年

全産業 1,693 64.4 77.9 51.1 42.0 9.9 7.4 4.6 1.1

建設業 270 72.5 83.7 43.3 38.4 14.4 7.6 2.7 1.0

製造業 525 66.3 76.6 47.6 42.6 12.4 7.8 6.5 0.9

運輸・通信業 180 72.5 84.1 45.1 34.3 8.2 6.7 2.6 0.5

卸売・小売業、飲食店 311 56.8 75.8 58.5 46.8 7.8 8.1 6.3 0.0

金融･保険業 202 66.1 63.5 65.9 74.2 10.6 4.6 1.3 0.9

サービス業、その他 205 65.4 80.2 51.2 35.3 6.9 6.2 0.1 3.4

100～299人 467 66.1 79.1 44.3 35.0 9.9 7.2 4.8 1.0

300人以上（計） 1,226 60.6 75.1 66.0 59.0 9.8 8.1 4.0 1.4

300～499人 280 61.0 80.4 58.1 50.7 8.6 8.5 5.5 1.2

500～999人 312 60.5 72.4 65.4 60.8 10.6 9.0 3.4 1.5

1,000～1,999人 295 58.0 71.2 72.6 61.8 10.3 5.8 3.8 2.3

2,000人以上（計） 339 63.1 72.3 83.0 76.3 9.7 6.4 2.2 1.1

2,000～2,999人 113 65.2 71.5 78.5 75.3 10.3 9.2 1.8 0.0

3,000～4,999人 110 65.6 72.5 82.1 77.7 9.0 7.7 1.5 1.4

5,000人以上 116 57.8 72.7 89.5 75.9 9.7 2.4 3.4 1.8

産
　
　
業

従
業
員
規
模

インターネット
自社に設置した

システム
外部パソコン
通信ネット
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導入している
2.0%

導入していないが
具体的に導入する
予定がある  1.4%

導入していないし具体
的な予定もない  91.6%

無回答
5.0%

(ｎ＝1,838)

0.8

2.0
1.3

2.0

0.7

1.7
1.0

1.5
1.1

0.6

2.1
2.7

0.3

4.8

1.9

1.4

6.0

1.9

2.9 0.6

2.4

1.0

1.0

2.3 1.0

0.9

2.6

0.0

2.72.72.72.7

3.43.43.43.4

7.37.37.37.3

3.93.93.93.9
3.63.63.63.6

2.32.32.32.3

1.01.01.01.0

3.93.93.93.9

2.12.12.12.1
1.61.61.61.6

4.44.44.44.4

3.73.73.73.7

1.21.21.21.2

7.47.47.47.4

0

2

4

6

8

10

全体 建設業 製造業 運輸・
通信業

卸売・小売業、
飲食店

金融･保険業 サービス業、
その他（計）

(n) (2,023、1,838) (341、225)(197、215)(490、331)(230、240)(563、537)(202、290)

導入している

導入していないが
具体的に導入する

予定がある

11年 12年

第４章 テレワーク 
 
１ テレワーク導入状況 

 
テレワークが導入されているか尋ねたところ、「導入している」が 2.0％、導入していな

いが「具体的に導入する予定がある」が 1.4％、「具体的な予定もない」が 91.6％であった
（図表 4-1参照）。これを産業別にみると、導入している企業の割合はサービス業・その他
で 4.8％と最も高く、ついで金融・保険業（2.7％）、建設業（2.0％）、製造業（1.7％）の順
となっている。また、前年調査と比較すると、全般的にテレワークを取り入れている企業

の割合が増加している。また、今後の導入意向では特に建設業で 6.0％と高い（図表 4-2参
照）。 
また、従業員規模別でみると、大企業ほどテレワークの導入率が高く、2000 人以上の

企業では、20社に 1社がテレワークを行っている（図表 4-3参照）。 

図表図表図表図表 4 4 4 4----1111    テレワーク導入の状況テレワーク導入の状況テレワーク導入の状況テレワーク導入の状況    

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表図表図表図表 4 4 4 4----2222    産業別テレワーク導入状況産業別テレワーク導入状況産業別テレワーク導入状況産業別テレワーク導入状況    
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(%)

(n) (2,023、1,838) (363,341)(363,302)(377,331)(354,306)(566,558)
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図表図表図表図表 4 4 4 4----3333    従業員規模別のテレワーク導入状況従業員規模別のテレワーク導入状況従業員規模別のテレワーク導入状況従業員規模別のテレワーク導入状況    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ テレワークを導入していない理由 

 
企業の 91.6％はテレワークを導入していないが、そのテレワークを導入しない理由を尋

ねたところ、「メリットがない」の 33.2％が最も大きな理由であった。そのほか、「導入・
運営に必要なノウハウがない」（29.8％）、「人事・管理面からなじまない」（19.6％）、「導入
コストが大きい」（13.3％）の順となっている（図表 4-4参照）。 
 

図表図表図表図表 4 4 4 4----4444    テレワークを導入していない理由（複数回答）テレワークを導入していない理由（複数回答）テレワークを導入していない理由（複数回答）テレワークを導入していない理由（複数回答）    
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6.9

7.6

9.1

66.1

62.4

57.8

6.6

2.8

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成10年

平成11年

平成12年

利用している 無回答利用していないし具体的な予定もない

利用していないが具体的に
利用の予定がある

（2,108）

（2,023）

（1,838）

（ｎ）

第５章 EDI 
 
１ ＥＤＩの利用状況 

 
ＥＤＩ（電子データ交換）の利用の有無について尋ねたところ、ＥＤＩを「利用してい

る」が 31.0％、「利用していないが具体的な利用の予定がある」が 9.1％、「利用していない
し具体的な予定もない」とする企業が 57.8％であった（図表 5-1参照）。 
前年の同調査と比較すると、利用している企業は、27.3％から 3.7ポイント増加し、徐々

にＥＤＩの普及が進んでいる。 
ＥＤＩの利用と企業内通信網の関係をみると、エクストラネットを構築している企業の

利用率が約 6割（61.3％）と高くなっていることがわかる（図表 5-2参照）。 
 

図表図表図表図表 5 5 5 5----1111    ＥＤＩの利用状況ＥＤＩの利用状況ＥＤＩの利用状況ＥＤＩの利用状況    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図表図表図表図表 5 5 5 5----2222    企業内通信網形態別ＥＤＩ利用率企業内通信網形態別ＥＤＩ利用率企業内通信網形態別ＥＤＩ利用率企業内通信網形態別ＥＤＩ利用率    
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産業別では、製造業のＥＤＩ利用率が最も高く、すでに約半数（45.8％）の企業がＥＤ

Ｉを行っている。このほかでは、金融・保険（35.5％）、小売・卸売・飲食店（33.6％）で

の導入が比較的進んでいる（図表 5-3参照）。 
一方、従業員規模別にみると、大企業ほどＥＤＩの利用が進んでおり、300 人以下の企

業では 2 割台（24.4％）であるのに対し、2000 人以上の企業では約 7 割（75.7％）と大き

な較差がある（図表 5-4参照）。 
 

図表図表図表図表 5 5 5 5----3333    産業別ＥＤＩ導入率の推移産業別ＥＤＩ導入率の推移産業別ＥＤＩ導入率の推移産業別ＥＤＩ導入率の推移    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表図表図表図表 5 5 5 5----4444    従業員規模別ＥＤＩ導入率の推移従業員規模別ＥＤＩ導入率の推移従業員規模別ＥＤＩ導入率の推移従業員規模別ＥＤＩ導入率の推移    
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２ インターネットを活用したＥＤＩの利用状況 

 
ＥＤＩを利用している企業に対し、インターネットを活用してＥＤＩを行っているかどう

かを尋ねたところ、約半数（54.6％）の企業がインターネットでもＥＤＩを行っている。そ
の内訳は、「全ての業務で活用している」が 1.1％、「一部の業務で活用している」が 53.5％
である（図表 5-5参照）。産業別では、建設業で一部のＥＤＩ業務にインターネットを使う
ことが多く、約 7割を超える企業で活用されている（図表 5-6参照）。 

図表図表図表図表 5 5 5 5----5555    インターネットを活用したＥＤＩの利用状況インターネットを活用したＥＤＩの利用状況インターネットを活用したＥＤＩの利用状況インターネットを活用したＥＤＩの利用状況    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表図表図表図表 5 5 5 5----6666    産業別のインターネットを活用したＥＤＩの利用状況産業別のインターネットを活用したＥＤＩの利用状況産業別のインターネットを活用したＥＤＩの利用状況産業別のインターネットを活用したＥＤＩの利用状況    
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30.1

24.9

18.1

17.6

13.1

7.2

53.2

31.3

23.2

19.8

12.9

9.2

8.4

47.8

0 10 20 30 40 50 60

コンピュータの種類が
異なっても利用できる

通信コストが安い

操作性が簡単である

新規顧客の開拓、取
引先の拡大に役立つ

電子メール等使用可能なア
プリケーションが増えるため

国際間での業務のやり取り
　　　　　　　が簡単にできる

その他の理由

平成12年　n = 440

平成11年　n = 317

（％）

３ インターネットを活用したＥＤＩの導入理由 

 
インターネットを活用したＥＤＩを導入する理由を尋ねたところ、その理由として最も

多く挙げられたのは、「コンピュータの種類が異なっても利用できる」が 30.1％であった。
次いで「通信コストが安い」（24.9％）、「操作性が簡単」（18.1％）、「新規顧客の開拓、取引
先の拡大に役立つ」（17.6％）などとなっている（図表 5-7参照）。 
これを前年度の調査結果と比較すると、理由の順位に変更はないものの「新規顧客の開

拓、取引先の拡大に役立つ」「電子メール等使用可能なアプリケーションが増えるため」と

いった理由を挙げる企業が増加している。 
 

図表図表図表図表 5 5 5 5----7777    インターネットを活用したＥＤＩの導入理由（複数回答）インターネットを活用したＥＤＩの導入理由（複数回答）インターネットを活用したＥＤＩの導入理由（複数回答）インターネットを活用したＥＤＩの導入理由（複数回答）    
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11.7

12.9

11.8

10.6

8.9

4.6

4.2

1.8

1.0

13.3

0 10 20 30 40

ＥＤＩを行う環境がまだ整っていない

システムの構築に専門知識を要する

伝票やデータフォーマット等が業界に
　　　　　　　　　　　　　　　よって異なる

セキュリティ対策が十分でない

企業の電子化が不十分

設備投資の費用負担が大きい

電子取引に関する法律、原則が整っ
　　　　　　　　　　　　　　　　　ていない

通信プロトコルが業界によって異なる

ＥＤＩに関する情報量が少ない

ランニングコストが高い

交換できるデータが制限されている

その他の問題点

特に問題はない

わからない

平成12年 n = 1,838

平成11年 n = 2,023

４ ＥＤＩの普及に対する問題点 

 
※ この設問では回答を3つまで選択し、重視する順に記入してもらった。集計にあたっては、1番

に重視する項目に 3点、2番目に重視する項目に 2点、3番目に重視する項目に1点を与え、

回答企業数に 1 番目に与えられる得点の 3 を乗じた数を基数として、それぞれの比率を求め

た。 

 

ＥＤＩの普及に関する問題点を、ＥＤＩの利用の有無にかかわらず全ての企業に尋ねた。

その問題点としては、「ＥＤＩを行う環境がまだ整っていない」が 31.6％と最も多くの企業
から挙げられた。このほか、「システム構築に専門知識を要する」（24.7％）、「伝票やデータ
フォーマット等が業界によって異なる」（20.9％）、「セキュリティ対策が十分でない」
（15.9％）「企業の電子化が不十分」（12.7％）などが大きな理由となっている。ＥＤＩを行
う環境として人材面を含め企業内外が電子化にまだ十分対応していないことがＥＤＩ普及

の大きなネックになっている様子が窺える（図表 5-8参照）。 
また、前年度の調査結果と比較すると、全般的に比率は上昇しており、ＥＤＩの普及と

ともにＥＤＩの問題点や限界が、より明確に認識されつつあることを示している。 

図表図表図表図表 5 5 5 5----8888    ＥＤＩの普及に対する問題点（得点合計の比率）ＥＤＩの普及に対する問題点（得点合計の比率）ＥＤＩの普及に対する問題点（得点合計の比率）ＥＤＩの普及に対する問題点（得点合計の比率）    
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第６章 通信ネットワークの安全対策  
   
１ データセキュリティへの対応状況 

 
通信ネットワークのデータセキュリティに関して、どのように対応しているかを尋ねた

（複数回答）。 
 
通信ネットワークのデータセキュリティについて何らかの対応をしている企業は、全体

の 77.5％である。具体的に挙げられた主な対応は「ＩＤ，パスワードによるアクセス制御」
（67.5％）、「ファイアウォールの利用」（39.1％）、「代理サーバ等の利用」（14.8％）などで
ある（図表 6-1参照）。 
これを前年の調査結果と比較すると、何らかの対応をしている企業は、68.6％から約 10

ポイント伸び、対応をとる企業が増加している。具体的な対応については、質問票の選択

肢に変更があったため正確な比較ができないが、参考としてみると対策の主な順序に大き

な変化は見られない。ただし、ファイアウォールの利用が 24.9％から 39.1％に、認証技術
の導入が 3.0％から 9.6％に上昇している（図表 6-2参照）。 

 
 

図表図表図表図表 6 6 6 6----    1111    通信ネットワークのデータセキュリティに関する対応（複数回答）通信ネットワークのデータセキュリティに関する対応（複数回答）通信ネットワークのデータセキュリティに関する対応（複数回答）通信ネットワークのデータセキュリティに関する対応（複数回答）    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

13.3
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8.3

9.0
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（％）
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ＩＤ、パスワードによるアクセス制御

ファイアウォールの利用

代理サーバ等の利用

認証技術の導入による利用者確認

回線監視

データやネットワークの暗号化

セキュリティ調査サービスの利用

その他の対応

外部の事業者に任せているのでわからない

特に対応していない

(n=1,838)

（12年）

（11年）
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単位（％）

ｴｸｽﾄﾗﾈｯﾄ
あり

ｴｸｽﾄﾗﾈｯﾄ
なし

ｎ 273 735 668 90 70

対応している（計） 92.2 88.1 81.9 39.5 14.3

ＩＤ、パスワードによるアクセス制御 83.0 81.3 67.8 35.5 7.5

認証技術の導入による利用者確認 18.5 11.0 8.4 1.1 5.8

データやネットワークの暗号化 27.0 7.5 6.3 0.2 6.4

回線監視 25.6 9.9 7.5 0.0 0.0

ファイアウォールの利用 72.2 55.1 30.7 2.4 0.0

代理サーバー等の利用 19.3 17.3 15.5 4.1 1.6

セキュリティ調査サービスの利用 8.3 4.8 1.1 0.0 0.0

その他の対応 7.1 2.9 5.1 0.7 0.0

外部の事業者に任せているので
わからない

0.5 4.1 5.8 11.1 8.3

特に対応していない 6.8 6.6 11.4 39.5 43.7

ＬＡＮあり ＬＡＮなし
ｲﾝﾄﾗﾈｯﾄあり ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

あり
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

なし
ｲﾝﾄﾗﾈｯﾄ

なし

9.6

8.3

67.5

39.1

14.8

9.0

60.3

32.4

24.9

11.2

3.0

6.7

3.2

3.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80

ID、ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞによるｱｸｾｽ制御

ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞの採用によるｱｸｾｽ制御

個人又は部門IDの採用による利用者確認

ﾌｧｲｱｳｫｰﾙの利用

代理ｻｰﾊﾞｰ等の利用

認証技術の導入による利用者確認

回線監視

ﾃﾞｰﾀやﾈｯﾄﾜｰｸの暗号化

ﾃﾞｰﾀの暗号化（暗号化装置は利用しない）

VPNの利用（通信ﾈｯﾄﾜｰｸの暗号化）

平成12年　n=1,838

平成11年　n=2,023

平成11年のみ

平成11年のみ

図表図表図表図表 6 6 6 6----    2222    通信ネットワークのデータセ通信ネットワークのデータセ通信ネットワークのデータセ通信ネットワークのデータセキュリティに関する対応状況（前年比較）キュリティに関する対応状況（前年比較）キュリティに関する対応状況（前年比較）キュリティに関する対応状況（前年比較）    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
企業内通信網の形態による対応の違いをみると、ＬＡＮ，イントラネット、エクストラ

ネットと高度化するほど、より厳重な対応をしている様子が窺える。エクストラネット構

築企業では具体的対応をする企業が 92.2％に達している（図表 6-3参照）。 
 

図表図表図表図表 6 6 6 6----    3333    企業内通信網形態別の通信ネットワークデータセキュリティ対応状況企業内通信網形態別の通信ネットワークデータセキュリティ対応状況企業内通信網形態別の通信ネットワークデータセキュリティ対応状況企業内通信網形態別の通信ネットワークデータセキュリティ対応状況    
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単位（％）

1年未満
1～2年
未　満

2～3年
未　満

3～4年
未　満

4～5年
未　満

5年以上

ｎ 127 235 305 255 269 462

対応している（計） 77.6 81.5 81.4 92.0 88.7 93.6

ＩＤ、パスワードによるアクセス制御 67.1 68.7 67.4 79.5 81.3 86.5

認証技術の導入による利用者確認 2.7 11.7 6.0 15.9 9.9 15.8

データやネットワークの暗号化 9.8 3.9 12.4 4.2 6.9 14.8

回線監視 7.0 9.3 8.0 10.4 9.9 17.1

ファイアウォールの利用 42.3 30.3 39.5 45.7 64.5 58.2

代理サーバー等の利用 8.7 14.0 17.1 23.7 15.7 19.3

セキュリティ調査サービスの利用 0.8 2.5 2.8 1.1 6.0 6.2

その他の対応 3.1 5.3 3.2 1.2 2.8 8.7

外部の事業者に任せているので
わからない

2.9 3.6 7.6 1.6 4.6 3.1

特に対応していない 18.2 13.3 10.4 5.3 6.7 2.3

企業内通信網構築時期

図表図表図表図表 6 6 6 6----    4444    企業内通信網の構築時期別通信ネットワークデータセキュリティ対応状況企業内通信網の構築時期別通信ネットワークデータセキュリティ対応状況企業内通信網の構築時期別通信ネットワークデータセキュリティ対応状況企業内通信網の構築時期別通信ネットワークデータセキュリティ対応状況    
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端末にｳｲﾙｽﾁｪｯｸ
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを導入している

ｻｰﾊﾞｰにｳｲﾙｽﾁｪｯｸ
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを導入している

外部接続の際にｳｲﾙｽ
ｳｫｰﾙを構築している

その他の対策 何も行っていない 対応をしている

平成11年（ｎ＝2,023）

平成12年（ｎ＝1,838）

平成11年

平成12年

２ ウィルス対策の状況 

 
通信ネットワークの安全対策の一つとして、ウィルス対策をどのように行っているのか

を尋ねた（複数回答）。 
何らかのウィルス対策を実施している企業は 78.5％である。その具体的対策としては、

「端末にウィルスチェックプログラムを導入している」が 58.7％で最も高く、次いで「サ
ーバにウィルスチェックプログラムを導入している」（42.1％）、「外部接続の際にウィルス
ウォールを構築している」（8.3％）の順となっている（図表 6-5参照）。 
前年調査結果と比較すると、ウィルス対策を実施している企業は 68.4％から約 10ポイ

ント増加した。具体的対応でみるとサーバにウィルスチェックプログラムを導入する対策

が多く採られるようになってきている。 

図表図表図表図表 6 6 6 6----    5555    ウィルス対策の状況（複数回答）ウィルス対策の状況（複数回答）ウィルス対策の状況（複数回答）ウィルス対策の状況（複数回答）    
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単位（％）

端末にｳ
ｲﾙｽﾁｪｯ
ｸﾌﾟﾛｸﾞﾗ
ﾑを導入
している

ｻｰﾊﾞｰに
ｳｲﾙｽ
ﾁｪｯｸﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾑを
導入して
いる

外部接
続の際
にｳｲﾙｽ
ｳｫｰﾙを
構築して
いる

その他
の対策

何も行っ
ていない

1,838 78.5 58.7 42.1 8.3 4.1 16.2

1年未満 127 77.3 55.0 44.4 8.9 2.2 22.0

1～2年未満 235 84.6 57.8 39.6 12.4 2.6 14.9

2～3年未満 305 86.1 67.5 48.1 2.3 7.7 13.1

3～4年未満 255 87.8 71.4 42.4 10.8 1.0 6.1

4～5年未満 269 82.8 70.4 47.7 9.3 1.4 14.7

5年以上 462 96.0 76.7 52.7 14.4 6.2 2.9

建設業 290 81.1 67.2 42.1 6.1 4.5 17.9

製造業 537 82.3 65.4 41.3 8.8 3.3 14.3

運輸・通信業 240 52.8 40.5 25.1 6.2 5.1 31.1

卸売・小売業、飲食店 331 82.2 55.5 42.6 8.3 2.4 11.7

金融･保険業 215 90.6 81.7 57.4 17.7 3.7 7.1

サービス業、その他 225 77.6 56.3 49.7 8.7 7.4 18.1

100～299人 558 75.0 52.5 38.4 7.1 4.4 18.2

300人以上（計） 1,280 87.7 75.2 51.9 11.7 3.6 10.8

300～499人 306 83.2 71.1 45.3 7.2 3.9 14.6

500～999人 331 87.1 72.7 51.6 10.4 3.4 11.5

1,000～1,999人 302 93.2 81.7 57.7 14.4 4.3 5.4

2,000人以上（計） 341 98.2 89.8 68.4 28.5 2.1 1.8

2,000～2,999人 114 98.4 90.3 63.7 17.0 1.7 1.6

3,000～4,999人 111 99.2 89.7 67.1 27.5 0.0 0.8

5,000人以上 116 97.1 89.5 74.3 40.8 4.5 2.9

対         策

従
業
者
規
模
別

企
業
内
通
信
網
構
築
時
期

全　　　　　　体

対応し
ている
（計）

ｎ

産
　
業
　
別

ウィルス対策は、企業内通信網構築時期が古いほど、また従業員規模の大きいほど実施

しされている。また、産業では金融・保険業の 9 割以上が対策を実施している（図表 6-6
参照）。 
 
 

図表図表図表図表 6 6 6 6----    6666    企業属性別ウィルス対策の状況（複数回答）企業属性別ウィルス対策の状況（複数回答）企業属性別ウィルス対策の状況（複数回答）企業属性別ウィルス対策の状況（複数回答）    
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33.933.933.933.9
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84.684.684.684.6

98.598.598.598.5

22.1

5.6

11.3 9.4 8.5
3.9

20.0

4.9
12.2

14.5 19.4

23.6

4.5
8.0

6.0 6.0
2.6

13.9

39.2

44.8

56.1

65.5

74.0
77.9

17.1

97.9

0

20

40

60

80

100

120

毎日 週に１回
以上

月に１回
以上

隔月に１回
以上

3か月に１回
以上

半年に1回
以上

1年に1回
以上

1年を超える
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いない

平成12年

平成11年

平成11年（ｎ＝1,549）

平成12年（ｎ＝1,492）

平成12年の累積度数

平成11年の累積度数

３ ウィルスチェックプログラムの更新周期 

 
ウィルスチェックプログラムを導入している企業について、ウィルスチェックプログラム

の更新周期を尋ねた。 
ウィルスチェックプログラムを 1ヶ月に 1回以上更新する企業は 57.5％である。約 6割
の企業が 1ヶ月に 1度以上の割合で更新を行い、そのうちの半数以上にあたる 33.9％の企
業が 1週間に 1度以上更新している。また、毎日更新する企業も 14.5％をしめる（図表 6-7
参照）。 
その一方で隔月に 1回以下の頻度でしか更新を行わない企業も、4割（41.0％）も存在し、
頻繁に更新するグループとそうでないグループに 2 極化していることがわかる。これを前
年調査結果と比較すると、ウィルスチェックプログラムの更新頻度は確実に上がっており、

1ヶ月に一度以上更新する企業は、前年の 4割（39.2％）から本年は 6割に増加しているこ
とがわかる。 
また、産業別に変更周期をみると、金融・保険業で比較的頻繁に更新されている。従業員

規模別では大企業ほどプログラムを頻繁に更新している。 
 

図表図表図表図表 6 6 6 6----    7777    ウィルスチェックプログラムの更新周期ウィルスチェックプログラムの更新周期ウィルスチェックプログラムの更新周期ウィルスチェックプログラムの更新周期    
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図表図表図表図表 6 6 6 6----    8888    企業属性別ウィルスチェックプログラム更新周期企業属性別ウィルスチェックプログラム更新周期企業属性別ウィルスチェックプログラム更新周期企業属性別ウィルスチェックプログラム更新周期    

 
 
 
 
 

単位（％）

ｎ

更
新
し
て
い
る

（
計

）

毎
日

週
に
１
回
以
上

月
に
１
回
以
上

1年未満 96 71.9 45.4 14.2 21.4 9.8 1.4 10.9 8.5 2.6 3.2 26.1

1～2年未満 182 80.5 53.6 15.6 13.9 24.1 6.3 5.6 7.9 5.3 1.8 18.8

2～3年未満 257 85.7 61.4 13.0 22.0 26.4 6.3 9.8 4.1 3.7 0.3 13.1

3～4年未満 223 79.4 57.0 13.4 13.6 30.0 1.5 8.3 2.6 8.5 1.6 20.4

4～5年未満 246 89.1 61.1 12.2 19.5 29.4 4.4 5.0 13.1 3.5 2.0 9.2

5年以上 432 94.0 61.4 15.4 24.2 21.8 5.4 8.8 5.0 7.3 6.3 5.8

建設業 233 90.0 61.4 13.5 20.3 27.6 4.5 8.1 6.9 6.0 3.2 9.4

製造業 476 87.1 57.2 14.6 16.9 25.7 1.6 10.1 9.9 6.3 2.1 12.3

運輸・通信業 140 80.0 54.8 16.8 21.0 17.0 2.5 7.5 4.6 8.2 2.5 18.4

卸売・小売業、飲食店 273 80.2 58.0 14.1 21.6 22.3 3.2 5.7 4.0 4.7 4.6 16.7

金融･保険業 192 91.5 62.2 16.4 22.6 23.2 4.7 10.0 8.5 3.7 2.4 8.0

サービス業、その他（計） 178 85.5 56.6 14.5 19.3 22.8 12.2 7.5 2.0 7.0 0.3 13.6

100～299人 365 82.4 55.2 14.4 16.8 24.0 4.9 8.3 5.4 6.1 2.5 16.7

300人以上（計） 1,127 89.3 62.7 14.8 25.0 22.9 3.6 7.3 7.3 5.7 2.8 8.1

300～499人 243 89.1 62.1 16.0 22.5 23.6 4.6 8.8 5.5 4.5 3.6 9.9

500～999人 285 86.8 58.1 12.3 25.5 20.3 2.8 6.2 9.4 7.4 3.0 8.8

1,000～1,999人 270 90.9 69.9 14.0 30.4 25.5 3.3 5.5 5.3 5.1 2.0 6.3

2,000人以上（計） 329 96.5 70.6 20.0 24.3 26.3 3.4 9.2 7.9 4.6 0.8 2.4

2,000～2,999人 111 95.8 65.7 21.0 16.0 28.7 3.2 12.9 8.5 5.6 0.0 3.1

3,000～4,999人 110 95.3 68.1 20.2 24.3 23.6 4.7 7.9 7.5 6.5 0.7 3.9

5,000人以上 108 98.4 78.3 18.6 33.0 26.7 2.2 6.5 7.9 1.7 1.8 0.0

産
　
業
　
別

従
業
者
規
模
別

導
入
し
て
か
ら
更
新
し

て
い
な
い

隔
月
に
１
回
以
上

月
に
1
回
以
上
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業
内
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構
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時
期

3
か
月
に
１
回
以
上

半
年
に
1
回
以
上

1
年
に
1
回
以
上

1
年
を
超
え
る
周
期
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16.3

9.0

11.6

61.0

15.4

8.6

8.0

5.9

5.1

4.8

8.8

9.8

68.4

84.4

77.1

74.6

28.1

66.9

73.7

7.3

8.2

8.0

8.7

6.1

8.9

7.9

2.4

5.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

バックアップ回線の確保

移動体通信や衛星を併用した
通信ネットワークの構築

コンピュータセンター等の
分散化

コンピュータセンター等の
耐震性の確保

自家発電装置、無停電電源
装置等の設置

CPUや通信制御装置の二重化

完全なバックアップ体制を備えた
外部事業者への業務委託

(ｎ＝1,838)

実施している 無回答実施していないし具体的な実施予定もない

実施していないが具体的に実施する予定がある

４ バックアップ対策の対応状況 

 
通信ネットワークのバックアップに関して、どのような対策を実施しているかを尋ねた。 
通信ネットワークについて何らかのバックアップを 7割（69.3％）の企業が実施してい

る。具体的な対策として最も多くの企業で採られているのは、「自家発電装置、無停電電源

装置等の設置」で約 6 割（61.0％）の企業で実施されている。次いで「バックアップ回線
の確保」（16.3％）、「ＣＰＵや通信制御装置の二重化」（15.4％）、「コンピュータセンター
等の耐震性の確保」（11.6％）の順となっている（図表 6-9参照）。 
 

図表図表図表図表 6 6 6 6----    9999    通信ネットワークのバックアップの状況通信ネットワークのバックアップの状況通信ネットワークのバックアップの状況通信ネットワークのバックアップの状況    
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61.0

50.2

45.1

16.3

13.9

11.4

15.4

11.3

9.1

8.6

6.6

5.4

11.6

9.4

6.7

9.0

6.6

5.3

4.8

6.5

4.9

8.0

8.1

7.5

8.8

10.1

8.2

9.8

5.9

4.9

5.1

5.4

4.6

5.9

5.7

5.9

5.1

3.8

3.9

65.865.865.865.8

56.756.756.756.7

50.050.050.050.0

24.324.324.324.3

22.022.022.022.0

18.918.918.918.9

24.224.224.224.2

21.421.421.421.4

17.317.317.317.3

18.418.418.418.4

12.512.512.512.5

10.310.310.310.3

16.716.716.716.7

14.814.814.814.8

11.311.311.311.3

14.914.914.914.9

12.312.312.312.3

11.211.211.211.2

7.57.57.57.5

5.65.65.65.6

4.74.74.74.7

2.4

0.8

1.8

0 10 20 30 40 50 60 70

実施している

具体的に実施する予定がある

自家発電装置、無停電
電源装置等の設置

バックアップ回線の確保

コンピュータセンター等の
耐震性の確保

完全なバックアップ体制を備えた
外部事業者への業務委託

CPUや通信制御装置の二重化

コンピュータセンター等の
分散化

移動体通信や衛星を併用した
通信ネットワークの構築

（平成11年 ｎ＝2,023）

（平成10年 ｎ＝2,108）

（平成12年 ｎ＝1,838）

1.8

0.8

具体的な対策の実施状況について、過去の調査結果と比較すると、平成 10 年からの 2
年間で特に伸びたのは「自家発電装置、無停電電源装置等の設置」で、約 16ポイントの増
加となった。この他にも、全ての項目で対策をとる企業が増加している（図表 6-10参照）。 

図表図表図表図表 6 6 6 6----    10101010    通信ネットワークのバックアップ対策の推移通信ネットワークのバックアップ対策の推移通信ネットワークのバックアップ対策の推移通信ネットワークのバックアップ対策の推移    
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単位（％）

ﾊﾞｯｸｱｯ
ﾌﾟ回線
の確保

移動体
通信や
衛星を
併用し
た通信
ﾈｯﾄﾜｰ
ｸの構
築

ｺﾝﾋﾟｭｰ
ﾀｾﾝﾀｰ
等の分
散化

ｺﾝﾋﾟｭｰ
ﾀｾﾝﾀｰ
等の耐
震性の
確保

自家発
電装
置、無
停電電
源装置
等の設

置

CPUや
通信制
御装置
の二重
化

完全な
ﾊﾞｯｸｱｯ
ﾌﾟ体制
を備え
た外部
事業者
への業
務委託

産業全体 1,838 69.3 16.3 2.4 9.0 11.6 61.0 15.4 8.6

建設業 290 63.3 10.6 3.2 4.0 7.6 58.1 11.5 5.3

製造業 537 68.7 16.6 3.0 9.9 10.3 61.2 12.5 6.2

運輸・通信業 240 52.7 9.0 2.9 3.0 5.6 46.9 10.1 9.0

卸売・小売業、飲食店 331 74.4 20.5 1.0 11.4 14.1 64.3 22.5 11.0

金融･保険業 215 88.8 57.4 2.3 18.8 57.9 81.6 54.9 23.0

サービス業、その他 225 71.8 12.2 2.7 8.1 10.8 62.4 11.0 9.0

100～299人 558 65.5 13.4 1.9 8.2 7.9 57.2 13.1 8.8

300人以上（計） 1,280 79.5 24.0 3.7 11.1 21.3 71.3 21.4 8.0

300～499人 306 75.7 20.8 3.5 7.0 11.1 66.1 17.3 6.8

500～999人 331 77.1 17.0 1.6 9.1 18.4 70.3 18.1 6.3

1,000～1,999人 302 87.6 32.7 6.0 16.0 31.9 79.4 27.2 12.3

2,000人以上（計） 341 90.9 48.9 9.0 26.2 54.3 82.6 40.5 13.2

2,000～2,999人 114 91.3 40.1 6.2 23.9 46.5 80.2 27.9 13.2

3,000～4,999人 111 88.6 48.8 7.2 21.0 49.6 81.5 40.6 15.1

5,000人以上 116 92.9 57.7 13.6 33.4 66.7 86.1 52.8 11.3

1年未満 127 75.4 22.1 3.1 3.2 8.7 67.0 17.4 11.1

1～2年未満 235 69.2 13.9 0.4 11.8 6.2 59.0 9.0 6.2

2～3年未満 305 76.9 14.2 1.7 9.1 11.9 70.2 14.4 8.5

3～4年未満 255 75.6 12.3 1.2 4.2 12.2 71.9 17.2 9.5

4～5年未満 269 69.4 15.8 3.4 9.5 11.4 58.6 11.7 13.7

5年以上 462 89.2 28.9 6.4 17.5 23.4 79.6 32.4 4.8

エクストラネットあり
273 88.7 30.6 6.1 22.4 25.8 80.1 41.3 8.6

イントラネットあり・エクストラ
ネットなし 735 78.3 19.2 2.9 10.9 16.5 68.1 17.3 9.7

ＬＡＮあり・イントラネットなし
668 73.0 14.7 1.7 7.3 8.1 66.5 12.8 7.0

ＬＡＮなし・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄあり
90 29.4 5.4 1.0 0.1 0.1 19.7 1.4 13.9

ＬＡＮなし・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄなし
70 15.0 2.9 0.0 0.0 0.0 6.1 0.0 7.6

実
施
し
て
い
る

（
計

）

ｎ

企
業
内
通
信
網
タ
イ
プ

企
業
内
通
信
網
構
築
時
期

産
　
業
　
別

従
業
者
規
模
別

図表図表図表図表 6 6 6 6----    11111111    通信ネットワークのバックアップの状況通信ネットワークのバックアップの状況通信ネットワークのバックアップの状況通信ネットワークのバックアップの状況    
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総務庁承認 Ｎｏ．２２１８９ 提出期限：平成１２年１２月１１日

承 認 期 限 平成１３年２月２８日まで

秘 郵 政 省 (平成１２年) 通信利用動向調査 調査票 《企業用》

◎ この調査は、統計報告調整法に基づく承認を得て実施するもので、調査票は統計

作成以外の目的に使用されることはありませんので、ありのままをご記入下さい。

（記入に当たっては、次の点にご注意ください。）

１ 特に記載した場合を除き、平成１２年１１月１日現在でご記入願います。

２ 提出先 〒141-0032 東京都品川区大崎3-5-2 エステージ大崎6F

(照会先) 株式会社 綜研
TEL (03)3494-6079 FAX (03)5436-8090

３ 本調査は、郵政省が上記調査会社に委託して実施するものです。

本調査票を作成していた
だいた方の所属部署名

(あて名ラベル貼付位置)
本調査票を作成していた
だいた方のお名前

ご 連 絡 先 の 電 話 番 号

問１ 企業内通信網についてお尋ねします。

(1) 貴社では、ＬＡＮやイントラネットを構築しておられますか。それぞれ該当する番号に○印を付けてください。

なお、イントラネットはＬＡＮの構築形態の一つとして、ＬＡＮに含めます。

全社的に構築し 一 部 の 事 業 所 構築していない 構築していない

ている 又は部門で構築 が具体的に構築 し具体的な予定

している する予定がある もない

① Ｌ Ａ Ｎ………… 1 2 3 4

次ページ(7)へ

② イントラネット…… 1 2 3 4

(2) 貴社では、携帯情報端末などを利用して、外出先等から企業内通信網に接続できますか。ＬＡＮ、イントラネットの別に該当

する番号に○印を付けてください。

接続できないが 接続できないし

接続できる 具体的に接続す 具体的な予定も

る予定がある ない

① Ｌ Ａ Ｎ………… 1 2 3

② イントラネット…… 1 2 3

次ページ(3)へ
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(3) ＬＡＮやイントラネットに接続されている端末を何人に１台の割合で配備されていますか。該当する番号に○印を付けてく

ださい。

1. 2. 3. 4. 5.１人に１台 ２人に１台 ３人に１台 ４人に１台 ５人以上に１台

(4) 貴社では、企業内通信網（ＬＡＮやイントラネット）をいつから構築しておられますか。該当する番号に○印を付けてくだ

さい。

1. 2. 3. 4.１年未満 １～２年未満 ２～３年未満 ３～４年未満
5. 6.４～５年未満 ５年以上

(5) 貴社では、企業内通信網を構築してからどれくらいの期間で費用対効果でプラスに転じましたか。該当する番号に○印を付

けてください。

1. 2. 3. 4.１年未満 １～２年未満 ２～３年未満 ３～４年未満

5. 6. 7.４～５年未満 ５年以上 まだプラスの効果は出ていない

(6) 貴社では、ＬＡＮやイントラネットを利用する上において、どのような問題点を認識されていますか。該当する番号を３つ

まで選び、重視する順に記入してください。

1. 5.セキュリティ対策の確立が難しい サーバーへの接続に時間がかかる

2. 6.運用・管理、人材育成の費用が増大 導入成果が得られていない

3. 7.運用・管理者の人材が不足 その他

4. 8.障害の復旧に時間がかかる 特に問題点はなかった

１番目 ２番目 ３番目

(7) 貴社では、どのような目的でＬＡＮやイントラネットを構築されましたか。該当する番号を３つまで選び、重視する順に記入

して下さい。(これからＬＡＮやイントラネットを構築される企業は、予定としてお答え下さい。)

1. 7.企業内での業務情報やデータの共有化 文書決裁システムの実現

2. 8.企業内でのアプリケーションの共有化 財務・経理システムの実現

3 9.. プリンターなどの出力装置の共有化 パソコンを利用したテレビ会議の実現

4. 10.伝送速度の向上 ダウンサイジング

5. 11.企業内でのグループウェアやワークフローの実現 その他

6. 12.電子メールサービスの実現 特に課題はなかった

１番目 ２番目 ３番目

(8) 貴社では、エクストラネットを利用しておられますか。該当する番号に○印を付けてください。

1. 利用している

2. 利用していないが具体的に利用する予定がある

3. 利用していないし具体的な予定もない

(9) 貴社では、どのような目的でエクストラネットを利用されましたか。該当する番号を３つまで選び、重視する順に記入して

ください。(これからエクストラネットを利用される企業は、予定としてお答え下さい。)

1. 5.関連企業間での顧客情報の共有 電子商取引(ＥＣ)の実現

2. 6.関連企業間でのワークフローの実現 電子データ交換(ＥＤＩ)の実現

3. 7.オフィス外からのアクセス可能 取引企業の拡大

4. 8.他企業間での共同作業、共同設計 その他

１番目 ２番目 ３番目
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問２ パソコン通信サービスとインターネットについてお尋ねします。

(1) 貴社では、パソコン通信サービスやインターネットを利用しておられますか。該当する番号に○印を付けてください。

全社的に利用し 一部の事業所 利用していない 利用していない

ている 又は部門で利用 が具体的に利用 し具体的な予定

している する予定がある もない

① パソコン通信サービス… 1 2 3 4

② インターネット………… 1 2 3 4

＜これからの質問（(2)、(3)）は、インターネットを利用しておられる企業のみお答えください。それ以外の企業は、問３からお

答えください。＞

(2) 貴社では、インターネットを利用して販売活動を行っておられますか。該当する番号に○印を付けてください。

1. 利用しており、決済もインターネット上で行っている

2. 利用しているが、決済はインターネット上で行っていない

3. 利用していないが、具体的な利用予定がある

4. 利用していないし、具体的な利用予定もない

5. インターネットによる販売活動がどのようなものか知らない

(3) 貴社では、インターネットを利用する上で、どのような点に不満を感じておられますか。該当する番号を３つまで選び、不満

の大きい順に記入してください。

1. 7.情報検索に手間がかかる 電子的決済手段の信頼性に不安がある

2. 8.知的財産の保護に不安がある 送信した電子メールがいつ届くか分からない

3. 9.ウイルスの感染が心配である 通信料金が高い

4. 10.セキュリティに心配がある その他の点

5. 11.認証技術の信頼性に不安がある 特に不満は感じていない

6. データの伝送経路がわからない

１番目 ２番目 ３番目

問３ 電子メールについてお尋ねします。

(1) 貴社では、電子メールを利用しておられますか。該当する番号に○印を付けてください。

1. 3.自社内でのみ利用している 利用していないが具体的に利用する予定がある

2. 4.社内外で利用している 利用していないし、具体的な予定もない

(2) 貴社の電子メールは、どのようなシステムを採用されていますか。該当する番号すべてに○印を付けてください。

1. 3.インターネット 外部パソコン通信ネット

2. 4.自社（関連会社を含む。）に設置したシステム その他

（複数回答可）
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問４ テレワークについてお尋ねします。

(1) 貴社では、テレワークを導入されていますか。該当する番号に○印を付けてください。

1. 2.導入している 導入していないが具体的に導入する予定がある

3. 導入していないし具体的な予定もない

(2) 貴社において、テレワークを導入していない理由は次のどれですか。該当する番号すべてに○印を付けてください。

1. 5.メリットがない 人事・管理面からなじまない

2. 6.導入・運営に必要なノウハウがない セキュリティに不安がある

3. 7.導入コストが大きい その他の点

4. 通信料金が高い

（複数回答可）

問５ ＥＤＩ(電子データ交換)(*)についてお尋ねします。

(1) 貴社では、ＥＤＩ(電子データ交換)を利用しておられますか。該当する番号に○印を付けてください。

1. 利用している *注： ＥＤＩ(電子データ交換)とは、異なる企業間で、広

2. 利用していないが具体的に利用の予定がある く合意された標準的な規約を用い、商取引データをコ

3. 利用していないし具体的な予定もない ンピュータと通信を使って交換する仕組みのこと。

(3)へ

(2) 貴社では、インターネットを活用してＥＤＩを行っておられますか。該当する番号に○印を付けてください。

1. 3.すべての業務で活用している 活用していない

2. 一部の業務で活用している

どのような理由からインターネットを活用してＥＤＩを利用されましたか。該当する番号すべてに○印を付けて

ください。

1. 5.国際間での業務のやり取りが簡単にできる 新規顧客の開拓、取引先の拡大に役立つ

2. 6.コンピュータの種類が異なっても利用できる 電子メール等使用可能なｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝが増えるため

3. 7.操作性が簡単である その他の理由

4. 通信コストが安い

（複数回答可）

＜この質問は、すべての企業にお尋ねします。＞

(3) 貴社では、ＥＤＩの普及に対してどのような問題点があるとお考えですか。該当する番号を３つまで選び、問題点が大きいと

思われる順に記入してください。

1. 8.システムの構築に専門知識を要する ＥＤＩを行う環境がまだ整っていない

2. 9.通信プロトコルが業界によって異なる 電子取引に関する法律、原則が整っていない

3. 10.伝票やデータフォーマット等が業界によって異なる 企業の電子化が不十分

4. 11.交換できるデータが制限されている ＥＤＩに関する情報量が少ない

5. 12.セキュリティ対策が十分でない その他の問題点

6. 13.設備投資の費用負担が大きい 特に問題点はない

7. 14.ランニングコストが高い わからない

１番目 ２番目 ３番目
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問６ 通信ネットワークの安全対策についてお尋ねします。

(1) 貴社では、通信ネットワークのデータセキュリティに関して、どのように対応されていますか。該当する番号すべてに○印

を付けて下さい。

1. ＩＤ、パスワードによるアクセス制御 6. 代理サーバ等の利用

2. 認証技術の導入による利用者確認 7. セキュリティ調査サービスの利用

3. データやネットワークの暗号化 8. その他の対応

4. 回線監視 9. 外部の事業者に任せているので分からない

5. ファイアウォールの利用 10. 特に対応していない

（複数回答可）

(2) 貴社では、ウイルス対策をどのように行っていますか。該当する番号すべてに○印を付けてください。

1. クライアントにウイルスチェックプログラムを導入している

2. サーバーにウイルスチェックプログラムを導入している

3. 外部接続の際にウイルスウォールを構築している

4. その他の対策

5. 何も行っていない

（複数回答可）

(3) 貴社では、ウイルスチェックプログラムのパターンファイルをどれくらいの周期で更新されますか。該当する番号に○印を付

けてください。

1. 6.毎日更新している 半年に１回以上は更新している

2. 7.週に１回以上は更新している １年に１回以上は更新している

3. 8.月に１回以上は更新している １年を超える周期で更新している

4. 9.隔月に１回以上は更新している 導入してから更新していない

5. ３か月に１回以上は更新している

(4) 貴社では、通信ネットワークのバックアップに関して、どのような対策を実施されていますか。該当する番号に○印を付けて

ください。

実施していない 実施していない

実施している が具体的に実施 し具体的な予定

する予定がある もない

① バックアップ回線の確保………………………………………… 1 2 3

② 移動体通信や衛星を併用した通信ネットワークの構築……… 1 2 3

③ コンピュータセンター等の分散化……………………………… 1 2 3

④ コンピュータセンター等の耐震性の確保……………………… 1 2 3

⑤ 自家発電装置、無停電電源装置等の設置……………………… 1 2 3

⑥ ＣＰＵや通信制御装置の二重化………………………………… 1 2 3

⑦ 完全なバックアップ体制を備えた外部事業者への業務委託… 1 2 3
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問７ 通信ネットワーク関係経費についてお尋ねします。

貴社の昨年度（平成１１年度＝平成１１年４月～平成１２年３月）１年間の通信ネットワーク関係経費はどのくらいですか。費

用項目別の経費を、万円単位で数字で記入してください。（※ただし、この期間での記入が困難な場合は、最も近接した決算前１

年間の経費を記入してください。）

なお、他の部門と共用で利用している等の理由により記入が困難な費目は記入しないで結構です。また、該当する経費がない場

合には、ご面倒でも「０」と記入してください。

(億円) (百万円)

① 減価償却費 (*1)………………………………………………… 万円

② レンタル・リース料 (*2)……………………………………… 万円

③ 保 守 料 ……………………………………………………… 万円

④ 第一種電気通信事業者の回線利用料 (*3)…………………… 万円

⑤ 電気通信事業者等の情報通信サービス利用料 (*4)………… 万円

⑥ 人 件 費 (*5)………………………………………………… 万円

⑦ 外部要員人件費 (*6)…………………………………………… 万円

⑧ ソフトウェア委託開発費・購入費・使用料 (*7)…………… 万円

⑨ その他の費用 (*8)……………………………………………… 万円

※ 「合計」を記入してください。 万円

(*1) 減価償却費とは、通信ネットワークを構成しているコンピュータや端末機等の装置（ネットワーク接続プリンタ、

注 ＦＡＸを含む。）、交換機(ＰＢＸを含む。)や多重化装置、ＬＡＮ等の通信装置のうち買い取ったものの、昨年度

の減価償却費を指します。

(*2) レンタル・リース料とは、通信ネットワークを構成しているコンピュータや端末機等の装置（ネットワーク接続

プリンタ、ＦＡＸを含む。）、交換機(ＰＢＸを含む。)や多重化装置、ＬＡＮ等の通信装置を、レンタル又はリー

スで使用している場合の年間費用を指します。

(*3) 第一種電気通信事業者とは、通信回線を自ら設置し、提供しているＮＴＴ、ＫＤＤ、ＤＤＩ、日本テレコム等及

び携帯電話事業者並びにＰＨＳ事業者を指します。また、回線とは、専用線、ＤＤＸ・ＤＤＸ-ＴＰ・パケット交換

等のデジタル･データ交換網、ＩＳＤＮ、ＶＥＮＵＳ等を指します。

(*4) 情報通信サービスとは、ＶＡＮサービス、オンライン・リアルタイム処理サービス、オンライン・データベース

サービス等のサービスを指します。インターネット・サービス・プロバイダの接続料金等もここに含みます。

(*5) 人件費とは、貴社の情報通信関連部門(情報通信の企画、運用及び管理を担当している部門)の従業者に対して支

払った現金給与(賞与、諸手当を含む。)で、税金、社会保険料等を差し引かない、いわゆる税込みの金額をいいま

す。ただし、外部要員のために要した費用は、外部要員人件費に含めてください。

(*6) 外部要員人件費とは、社外のシステム・エンジニア、プログラマ、キーパンチャ、オペレータ等を使用するため

に要した費用をいいます。

(*7) ソフトウェア委託開発費・購入費とは、システムの設計、プログラムの作成又は購入に要した費用を指し、ソフ

トウェア使用料とは、ソフトウェアのレンタルに要した費用を指します。

(*8) その他の費用とは、ネットワーク･システムに係る消耗品の購入費（プリンタの用紙代は含みません。）、補修費

等の経常経費的な管理費用をいいます。
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最後に、貴社の概要についてお尋ねします。

Ｆ１ 貴社の資本金額(出資金・基金の額)はどのくらいですか。該当する番号に○印を付けてください。

1. 4. 7.1,000 5,000 １ 10 50万円未満 万円～ 億円未満 億円～ 億円未満

2. 5. 8.1,000 3,000 １ ５ 50万円～ 万円未満 億円～ 億円未満 億円以上

3. 6.3,000 5,000 ５ 10万円～ 万円未満 億円～ 億円未満

Ｆ２ 貴社の売上高(*1)はどのくらいですか。百万円単位で数字で記入してください。

(兆円) (億円)

百万円 注(*1)： 売上高は、昨年度（平成１１年度＝平成１１年４月～平成１２年３月）１

年間の売上高（営業外収入は含めない。）を記入してください。（※ただ

し、この期間での記入が困難な場合は、最も近接した決算前１年間の金額を

記入してください。）

Ｆ３ 貴社の従業者数(*2)は何人ですか。数字で記入してください。

人

注(*2)： 従業者数は、平成１２年１１月１日又はこれに最も近い給与締切日現在の貴社に、常時雇用されている者とします。臨時・日雇・パートタイマ

ーと呼ばれる者でも、１か月を超える契約の者又は平成１２年９月及び１０月にそれぞれ１８日以上働き、調査日現在も雇用されている者は該当

します。

Ｆ４ 貴社の国内事業所数(*3)はいくつですか。数字で記入してください。

なお、国内事業所には「本社」を含めますので、貴社が単独事業所の場合は「１」となります。

か所 注(*3)： 平成１２年１１月１日現在の事業所数を記入してください。

Ｆ５ 貴社の国外事業所数(*4)はいくつですか。数字で記入してください。

なお、国外事業所には「支社」、「支店」、「駐在所」等が該当しますが、ない場合は、ご面倒でも「０」と記入してください。

か所 注(*4)：平成１２年１１月１日現在の事業所数を記入してください。

◎ 質問は以上です。お手数をお掛けいたしますが、同封の返信用封筒にてご返送ください。切手は貼らなくて結構です。
ご協力有り難うございました。
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